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1．分析課題の再確認と分析の基礎となる資料の説明

（1）分析課題の再確認

　前稿においては，分析領域「下請取引構造の分析」の最初の分析課題である「納入先自動車メー

カー・親企業の多様化の分析（系列取引構造の分析．その 1）」を行なった
1）
。そこで，本稿では「自

動車メーカー・親企業の系列企業に対する取引依存度」と「系列企業の親企業への取引依存度」

という 2 つの取引依存度を統一的に把握して，部品メーカーが系列取引構造に占める位置や

系列取引構造そのものの特徴を明らかにする。言い換えると，「部品調達方法の基本構造」の

分析（「自動車メーカーの調達シェア」のこと）と「納入先自動車メーカー・親企業の複数化」の

分析を統一することである。

1）拙稿「サプライヤー・システムと『系列取引構造の分析』（上）－自動車産業における系列取引の構造と「下

請企業の存立形態」⑼－」『立命館経営学』第 49 巻第 4 号，2010 年 11 月号。
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　そのための分析方法として，部品メーカーが関わる 2 つの取引依存度を統一的に把握した

場合の系列取引構造内のおける位置を示す「4 つの局面」というものを提示し，これに基づい

て，部品サプライヤー・系列企業の系列取引構造における位置の多様性や系列取引構造自体の

性格の多様なあり方を明らかにする。この分析方法によって，一方で「部品調達方法の基本構造」

において特定の位置を占めた結果として応分の部品納入量（調達シェア）を獲得している部品

サプライヤーが，他方でどのように納入先自動車メーカー・親企業の複数化を達成しているの

かを統一して示せることである。部品取引関係を検討する場合に「上から見た場合，下から見

た場合」という表現を用いられる場合があるが，このような表現を用いた場合の適切な分析方

法と正しい分析結果とはどのようなものか示すことにする。そして，この「4 つの局面」に基

づいた分析は，本稿⑺から開始された「分析領域 2．企業の編成方法」における最終的な課題

である
2）
。

　

（2）分析の基礎となる資料の説明

（1）分析の基礎となる事例企業の説明

　本章の分析課題をやり遂げるためには，まず最初に，本稿⑼の表 1 で示した事例企業の部

品生産状況や取引関係の特徴をさらに詳細に検討し，本稿で用いようとする「企業全体の部品

取引関係」のあり方を示す数字がどのようになっているのかを明らかにしておく必要がある。

これに関する実態を示したのが表 12 である。表から事例企業について「自動車メーカー・親

企業の系列企業に対する取引依存度」（＝「部品調達方法の基本構造」）と「納入先自動車メーカー・

親企業の複数化」の両面から部品サプライヤーの部品取引関係における位置がどのような関係

にあるのかということが明らかになっている。表 12 では以下の事実が示されている。まず「生

産品目」欄は当該企業がトヨタと取引する部品種類を示している。その上で「①～④」欄は部

品サプライヤー側から見た数字である。⑴ 「①生産量（単位：千台分）」欄は生産品目ごとの部

品メーカーによる生産量全体を示している。この数字から生産量で判断した場合に主要製品は

どれなのか，また「製品別生産比率」が明らかである。⑵ 「②生産量のうち，トヨタへの納入量」

欄は各生産品目の「トヨタへの納入量」を示している。⑶ 「③当該部品の納入比率（%）」欄は

各生産品目ごとの「当該部品サプライヤーの生産量のうちトヨタへの取引依存度（納入比率）」

を示している（「②」欄の数字÷「①」欄の数字）。そして，⑷ 「④納入先自動車メーカー数」は当

該生産品目別の納入先自動車メーカー数を示している（本稿⑼掲載の表 1 の「取引部品の自動車メー

カーへの納入状況」欄の数字と同一）。

2）前回の拙稿においては，「納入先自動車メーカーの複数化」と部品調達方法の一つの形態としての「複数発

注（並行発注）」は表裏の関係にあるとしていたが（拙稿「下請制の変化と元方複数化段階の企業系列再考

－自動車部品工業・「非独占大企業」の競争構造－（下）」69 ～ 71 頁），この表裏の関係を詳しく実証分析

し理論化していくことである。
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　続いて，「⑤～⑧」欄の数字は自動車メーカー側から見た数字となる。⑸ 「⑤トヨタの調達

量（千台分）」欄は当該生産品目についてのトヨタの全調達必要量」を示している。言うまでも

なく，複数発注している場合には他の部品サプライヤーからの調達量も含んだ合計である。⑹ 

「⑥トヨタの当該企業からの調達量」欄では「トヨタの全必要調達量」の中でどれほどを事例

企業から調達しているのかを示している。したがって，この数字は「②」欄の数字と一致する。

⑺ 「⑦調達量の依存度（%）」欄は「調達量のうち事例企業に対する依存度」（＝「自動車メーカー

の事例企業からの調達シェア」）を示している（「⑥」欄の数字÷「⑤」欄の数字）。⑻ そして，「⑧競

合部品メーカー」欄は当該部品についての競合（並行発注）メーカー数を示している。ただし，

この場合，事例企業はこの数字に含まれていないので，「複数発注の程度」はこの数字に１企

業を加えたものになる。

　そして，表の最下段の「部品合計」欄の数字は個別の部品取引関係のあり方を示す数字を合

計して明らかにした「企業全体の部品取引関係」のあり方を示す数字である。したがって，言

うまでもなく，各欄の数字は「①部品メーカーの部品生産量合計」，「②トヨタに納入している

部品数量合計」，「③納入比率（②の数字÷①の数字）」，「⑤掲載部品⑴～⑻についてのトヨタの

調達量合計」，「⑥トヨタが事例企業からの調達量合計」，「⑦調達量合計の事例企業に対する依

存度（⑥の数字÷⑤の数字）」となっている。したがって，事例企業全体の部品取引関係におけ

る位置は，「納入先親企業への納入比率」78.5%，「納入先親企業の事例企業に対する依存度」

表 12． トヨタ自動車の系列企業の詳細な取引実態

備考 . アイアールシー編『特別調査資料．自動車部品 200 品目の生産流通調査』より作成。

1．企業の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑴自動車関係売上高比率 98.9％ ⑵トヨタ自動車の持株比率 37.4％ ⑶取引開始年月 1945 年 9 月

2. 部品生産・部品取引状況

生産品目

①

生産量

単位：

千台分

②

生産量のう

ち，トヨタ

への納入量

③

当該部品

の納入比

率（％）

④

納入先

自動車

メーカ

ー数

⑤

トヨタの

調達量：

千台分

⑥

トヨタの

愛三工業

からの調

達量

⑦

調達量の

依存度

（％）

⑧

競合部

品メー

カー数

（1) エンジンバルブ 243.00 198.00 81.50 5 264.0 198.00 75.00 2
（2) キャニスター 194.70 100.30 51.50 3 204.7 100.30 49.00 1 

（3) スロットボディ 182.60 175.20 95.90 3 188.7 175.20 92.80 1 

（4) フューエルポンプ 126.60 95.40 75.40 6 204.7 95.40 46.60 2 

（5) インジェクター 85.80 84.90 99.00 2 188.7 84.90 45.00 2

（6) シンクロナイザリング 55.74 49.94 89.60 4 100.2 49.94 49.80 2 

（7) キャブレター 34.66 14.80 42.70 4 16.0 14.80 92.50 1
（8) ウォーターポンプ 32.00 32.00 100.00 1 264.0 32.00 12.00 1

部品合計 955.74 750.54 平均 78.50 7 1431.0 750.54 平均 52.40 ＊　
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52.4% となる。最後に，「④納入先自動車メーカー数」合計欄は，取引部品別にかなり異なる

が，本稿⑼掲載の表 1 の「納入先数 A」欄で明らかになった数字と同じものである。また，「⑧

競合部品メーカー数」の合計は簡単に示せないため空欄としている。

（2）付表 2 の説明

　本稿巻末に掲載している付表 2 は，本稿の考察対象企業のすべてについて，表 12 で示した

事例企業と同じ手続きによって，個別の取引関係の実態を明らかにした上で，各考察対象企業

についての「企業全体の部品取引関係」を表わす数字を示したものである。付表 2 は次のよ

うに作成されている。⑴ 系列企業と系列外企業に区別して掲載している。系列取引構造の分

析と言えどもこれをサプライヤー・システム全体の中に位置付けることになるので，これまで

と同様に両企業群の状況を比較検討することによって，「系列企業」の特徴をより明確にする。

⑵ その上で，両企業群は「資本の階層性」別（巨大企業・大企業・中小企業）になっており，そ

して各資本階層内では資本金規模順に配列されている。⑶ 企業名の後の括弧内の数字は「取

引開始年月」を示している（ただしトヨタのみ。＊印は『トヨタ自動車 30 年史（1967 年）』の「三豊

会会員一覧」に掲載されているが，取引開始年月の記入されていない場合を示す）。⑷ 「取引部品数（生

産品目数）」を示した後，今回の分析にとって特に重要な「企業全体の部品取引関係」のあり方

を示す数字が①欄～⑦欄と続いている（なお，言うまでもなく，1 部品製造企業の場合には，部品別

の数字と同一のものである）。

　すなわち，「①部品メーカーの全生産量（単位：千台分）」，「②生産量のうち，特定自動車メーカー

（トヨタ，または，日産－以下同様）への納入量」，「③当該部品の特定自動車メーカーへの納入依

存度（%）」，「④納入先自動車メーカー数」（以上は部品メーカー側から見た数字），「⑤当該部品（取

引部品全体）の自動車メーカーの調達量（千台分）」，「⑥自動車メーカーの当該企業への発注量（当

該企業からの調達量）」，「⑦調達量のうち当該部品メーカーへの依存度（%）」（以上は自動車メーカー

側から見た数字）である。すなわち，上の「①～⑦」欄は，表 12 の事例企業についての「①～⑦」

欄の最下段の「部品合計」欄に該当する数字を考察対象企業全体について調べた結果に該当す

るものである
3）
。

　

2．「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「系列企業の納入先自動車メーカー・親企業へ

の取引依存度」を別々に検討した場合

（1）「自動車メーカー・親企業の系列企業に対する取引依存度」の状況

（1）分析の順序

3）なお，全考察対象企業について，各取引部品についての「④当該部品のトヨタ・日産への納入依存度（%）」

と「⑧調達量のうち当該部品メーカーへの依存度」は，それぞれ本稿⑼掲載の付表１の「納入先自動車メーカー

への取引依存度（納入比率）%」欄と本稿⑻掲載の付表 2「自動車メーカーの当該取引部品に対する調達シェ

ア（%）」欄において依存度階層別に示されている。
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　冒頭で本章の分析順序を示しておく。最初に「部品調達方法の基本構造に関する分析」（＝「自

動車メーカー・親企業の部品サプライヤーに対する取引依存度」の分析）と「納入先自動車メーカー・

親企業の複数化に関する分析」を別々に検討し，これと系列企業の存在態様の関連を明らかに

する。この 2 つの取引依存度はもともとサプライヤー・システムや系列取引構造の分析にとっ

てそれぞれ独立して重要な意義を持っており，ここでの分析においても，それぞれ独立した結

論や今後の分析の方向性を得ることも出来る。また，この分析を先に行なっておく方が両方の

取引依存度を統一的に把握して系列企業の存在態様や系列取引構造を明らかにする「4 つの局

面」に関する分析をわかりやすくするであろう。なお具体的にどのような系列企業が特定の位

置を占めているのかは次章の「系列内部の問題」の箇所で明らかにする。

（2）「系列企業」の存在態様

　ここでは，付表 2 の「⑦調達量のうち当該部品メーカーへの依存度（%）」欄の数字を利用

して「親企業の系列企業に対する取引依存度」の側面から系列企業の存在態様を明らかにする。

表 13 は「企業全体の部品取引関係」を示す取引依存度を 4 つの程度（表では「類型Ⅰ～Ⅳ」と

している）に区分し系列企業の存在態様を示したものである。なお，社数の後の括弧内の数字

は「協力会非加盟企業」の数字（内数）である。また，下段の括弧内の構成比（%）は協力会

非加盟企業を含んだ数字である。

　トヨタの系列企業においては，その存在態様は親企業の系列企業に対する取引依存度を示す

4 つの類型全体に及んでいる。しかし，類型Ⅰと類型Ⅱの企業で 75.0% と多数派となっている。

類型Ⅲと類型Ⅳ合計で 25.0% と少なくなっている。すなわち，「企業全体の部品取引関係」に

表 13． 「自動車メーカーの系列企業に対する取引依存度」 別 ・部品サプライヤー数

備考．付表 2 より作成。

　　　①上段の括弧内の数字は「協力会非加盟企業」の数字（内数）。

　　　②下段の数字は比率（「協力会非加盟企業」を含む）。

自動車メーカーの系列企業に対する取引依存度による類型

類型Ⅰ 類型Ⅱ 類型Ⅲ 類型Ⅳ
合　計

0% 以上～ 25% 25% 以上～ 50% 50% 以上～ 75% 75% 以上～ 100%

トヨタ自動車

系列企業 16 社　（7） 17 社（0） 9 社（1） 2 社（0） 44 社　（8）
（36.4%） （38.6%） （20.5%） （4.5%）

系列外企業 92 社（40） 29 社（6） 12 社（2） 4 社（1） 137 社（49）
（67.2%） （21.2%） （8.6%） （2.9%）

合　計 109 社（47） 45 社（6） 21 社（3） 6 社（1） 181 社（57）
（60.2%） （24.9%） （11.6%） （3.3%）

日産自動車

系列企業 8 社　（4） 15 社（2） 13 社（0） 6 社（0） 42 社　（6）
（19.0%） （35.7%） （31.0%） （14.3%）

系列外企業 84 社（48） 31 社（6） 10 社（1） 11 社（6） 136 社（61）
（61.8%） （22.8%） （7.4%） （8.1%）

合　計 93 社（52） 46 社（8） 23 社（1） 16 社（6） 178 社（67）
（52.2%） （25.8%） （12.9%） （9.0%）
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おいて，部品調達方法の基本構造の中で「系列主体の取引」になっている類型Ⅲと類型Ⅳに属

す系列企業は 25% であることになる。

　日産の系列企業においては，類型Ⅰと類型Ⅱの企業で 57.1% とトヨタと比較して少なくな

り，特に類型Ⅰの企業はトヨタの半分近くになっている。類型Ⅲと類型Ⅳに該当する企業が

42.9% と多くなっている。特に類型Ⅳに該当する企業がトヨタの 2 倍以上になっている。す

なわち，「企業全体の部品取引関係」において，部品調達方法の基本構造の中で「系列主体の

取引」になっている系列企業が半数近くになっていることを特徴としている。そして，協力会

非加盟の系列企業についてはトヨタ・日産共通して類型Ⅰに該当する企業が多い（両自動車メー

カー合計 14 社の中で 11 社で 78.6%）という特徴がある。

（3）「系列外企業」の存在態様

　「系列外企業」の存在態様を見ると「系列企業」の場合との相違が明らかである。すなわち，

両自動車メーカー共通して系列外企業においても取引依存度は 4 つの類型に及んでいるが，

類型Ⅰに該当する企業だけでも 60% を超えている。これに類型Ⅱに該当する企業を加えると

80% を超えてくる（トヨタ 88.4%，日産 83.6%）。そして，協力会非加盟の系列外企業も両自動

車メーカー共通して類型Ⅰに該当する企業だけでもトヨタが 81.6%，日産が 78.7% となって

いる。すなわち，系列外企業では，「企業全体の部品取引関係」において「部品調達方法の基

本構造」の中の位置は系列企業より低い位置にある。以上のように，「企業全体の部品取引関係」

においても，系列企業と，系列外企業の「群として」の存在態様の特徴が現れており，協力会

非加盟企業も系列内外の企業の特徴が現れている。

　

（2）「系列企業の自動車メーカー・親企業への取引依存度」の状況

（1）「系列企業」の存在態様

　次に，付表 2 の「③当該部品のトヨタへの納入依存度（%）」欄の数字に注目して「系列企

業の自動車メーカー・親企業への取引依存度」の側面から系列企業の存在態様について検討し

ていく
4）
。表 14 は取引依存度を 4 つの程度（類型）に区分して系列企業の存在態様を示したも

4）利用している資料の性格についてはすでに示してきたが（本稿⑼ 7 ～ 8 頁参照），ここであらためて注意し

ておきたい。①各部品サプライヤーの自動車部品製造部門について納入先企業の編成状況の分析であり，利

用している数字は自動車産業・自動車メーカー内での納入状況（＝自動車メーカーに対する納入先の複数化）

の状況を示している。したがって「自動車産業売上高比率」が低い企業で自動車産業分野以外にも取引部品

があり，納入先が自動車産業以外の産業分野にも及んでいる企業がある。また，本稿⑼脚注 10 で指摘した

ように，トヨタ・日産以外の自動車メーカーだけと取引する部品を別に製造している場合には付表 2 の取引

部品数は含まれていない。②この「系列企業の親企業への取引依存度」については，前回の拙稿においても

表 14 と同じ分類方法（類型Ⅰ～Ⅳ）で分類している。ただし，そこで利用した数字は本稿と同じ「企業全

体で示された部品取引関係」を示す数字であったが，「主要製品売上高比率」というのは，自動車メーカー

以外への納入先も含めたものであった。（①拙稿「下請制の変化と元方複数化段階の企業系列再考－自動車

部品工業・『非独占大企業』の競争構造（上）（中）（下）」『立命館経営学』第 25 巻第 1・2 号，第 25 巻第 3 号，

第 25 巻第 4 号，1986 年 7 月，1986 年 9 月，1986 年 11 月。②拙稿「下請制の変化と下請制理論の検討－『系
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のである。なお，社数の後の括弧内の数字は「協力会非加盟企業」の数字（内数）である。また，

下段の括弧内の構成比（%）は協力会非加盟企業を含んだ数字である。

　トヨタ・日産の系列企業に共通して，類型Ⅰ～Ⅳにおける存在態様は先に検討した「親企業

の系列企業に対する取引依存度」の状況と逆になっている。すなわち，トヨタにおいては，類

型Ⅳの企業だけでも 56.1%，これに類型Ⅲの企業を加えると 76.6% となる。そして，日産に

おいては類型Ⅳの企業だけでも 64.3%，これに類型Ⅲの企業を加えると 81.4% となる。ただし，

トヨタと日産では類型Ⅱと類型Ⅲに該当する系列企業の比率が逆になっている。そして，非加

盟の系列企業にも両自動車メーカー共通した特徴があり，この取引依存度が高い企業，特に類

型Ⅳに該当する系列企業が多くなっている。すなわち，協力会非加盟の系列企業の場合にも先

に考察した「親企業の系列企業に対する取引依存度」の場合と逆になっている。

（2）「系列外企業」の存在態様

　同じ表 14 によって系列外企業の状況が明らかになっている。両自動車メーカー共通して，

類型Ⅰと類型Ⅱに該当する企業が多いという事実から系列企業と相違がある。その上で，日産

の系列外企業の方が類型Ⅰと類型Ⅱに該当する企業が多いこと，そして，特に類型Ⅰに該当す

る企業の比率が高いという点で両自動車メーカー間での相違がある。

　そして，協力会非加盟の系列外企業は両自動車メーカー共通して類型Ⅰ（トヨタ 31.5%，日産

51.7%）と類型Ⅳ（トヨタ 31.5%，日産 28.3%）に該当する企業の比率が高くなっている。以上の

列企業』の競争構造（3）－」46 ～ 47 頁参照）。

表 14． 「系列企業の自動車メーカー ・親企業への取引依存度」 別 ・部品サプライヤー数

備考．付表２より作成。

　　　①上段の括弧内の数字は「協力会非加盟企業」の数字（内数）。

　　　②下段の数字は比率（「協力会非加盟企業」を含む）。

系列企業の自動車メーカー・親企業への取引依存度

類型Ⅰ 類型Ⅱ 類型Ⅲ 類型Ⅳ
合　計

0% 以上～ 25% 25% 以上～ 50% 50% 以上～ 75% 75% 以上～ 100%

トヨタ自動車

系列企業 5 社　（2） 5 社　（0） 9 社（1） 25 社　（5） 44 社　（8）
（11.4%） （11.4%） （20.5%） （56.1%）

系列外企業 41 社（17） 36 社（10） 18 社（7） 45 社（17） 140 社（54）
（29.3%） （25.7%） （12.9%） （32.1%）

合　計 46 社（19） 41 社（10） 27 社（8） 70 社（22） 184 社（62）
（25.0%） （22.3%） （14.7%） （38.0%）

日産自動車

系列企業 3 社　（0） 8 社　（1） 3 社（1） 28 社　（5） 42 社　（7）
（7.1%） （19.0%） （7.1%） （66.7%）

系列外企業 71 社（31） 25 社（11） 11 社（1） 33 社（17） 140 社（60）
（50.7%） （17.9%） （7.9%） （23.6%）

合　計 73 社（31） 33 社（12） 14 社（2） 61 社（22） 182 社（67）
（40.1%） （18.1%） （7.7%） （33.5%）
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ように，この取引依存度についても「企業全体の部品取引関係」において系列企業と系列外企

業の「群として」の存在態様の違いが現れており，協力会非加盟企業も系列内外の企業の特徴

が現れている。

　

（3）「個別の部品取引のあり方」と「企業全体の部品取引のあり方」の関係

　さて，「企業全体の部品取引」によって存立態様が決定した系列企業がどのような「個別の

部品取引」を持っているのかということを明らかにしておく方がよい。表 15 はこの両方の関

連性を示したものである。「個別の部品取引関係」についての「親企業の系列企業する取引依

存度」は本稿⑻付表 2 の数字，「系列企業に親企業の対する取引依存度」は本稿⑼付表 1 の数

字を利用したものである。

　⑴ 系列企業は複数部品製造企業が多かったが，その場合でも，あたりまえのようではあるが，

個別の部品取引については，企業全体の取引関係を示す数字によって分類された特定の類型（Ⅰ

表 15-1． 「企業全体の部品取引」 と 「個別の部品取引」 の関連性－ 「自動車メーカーの系列企業に対する取引依存度」 －

備考．本稿⑻付表 2 より作成。

依存度別企業類型
自動車メーカーの系列企業に対する取引依存度（%）

～ 10 ～ 20 ～ 30 ～ 40 ～ 50 ～ 60 ～ 70 ～ 80 ～ 90 ～ 100 特 100

トヨタ自動車

0% 以上～ 25% 20 14 2 2 3

25% 以上～ 50% 12 6 13 9 11 4 2 2 2 3

50% 以上～ 75% 13 6 9 3 11 11 8 7 4 14 24

75% 以上～ 100% 1 2

日産自動車

0% 以上～ 25% 11 3

25% 以上～ 50% 6 6 12 8 9 4 8 3 7 3

50% 以上～ 75% 7 3 5 6 5 3 2 10 6 10 12

75% 以上～ 100% 2 1 2 2 2 10

表 15-2． 「企業全体の部品取引」 と 「個別の部品取引」 の関連性－ 「系列企業の自動車メーカーへの取引依存度」 －

備考．本稿⑼付表 1 より作成。

依存度別企業類型
自動車メーカーの系列企業に対する取引依存度（%）

～ 10 ～ 20 ～ 30 ～ 40 ～ 50 ～ 60 ～ 70 ～ 80 ～ 90 ～ 100 特 100

トヨタ自動車

0% 以上～ 25% 1 2 2 1 2

25% 以上～ 50% 2 1 3 1 5 2 1 1

50% 以上～ 75% 1 1 6 9 7 6 5 9 9

75% 以上～ 100% 2 1 5 7 8 14 12 14 20 53

日産自動車

0% 以上～ 25% 2 0 1 2 1

25% 以上～ 50% 3 5 3 5 1 1

50% 以上～ 75% 2 2 2 2 1 2

75% 以上～ 100% 1 1 2 5 8 13 19 34 51
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～Ⅳ）の範囲の取引依存度の部品を取引している場合が多いという状況を示している。⑵ しか

し，同時に，個別の部品取引については所属する特定の類型の範囲以外の取引依存度の部品も

併せて取引しているという状況を示している。⑶ これ以上の分析は，本稿⑻巻末掲載の付表 2，

あるいは本稿⑼巻末掲載の付表 1，または表 12 で示したような個別の系列企業の製造部品に

関する取引関係の検討に戻るしかない。

　

3．「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「系列企業の納入先自動車メーカー・親企業へ

の取引依存度」の統一的把握

（1）2つの依存度を統一的に把握するための「4つの局面」の説明

　次に，「親企業の系列企業に対する依存度」と「系列企業の親企業への依存度」を統一的に

把握した数字を利用して「4 つの局面」ごとに系列企業の存在態様を明らかにしていく。図表

1 は両方の取引依存度を統一的に把握するため設定した「4 つの局面」を示すものである。「部

品調達方法の基本構造」において特定の位置を占めて応分の位置を占めながら，一方，納入先

自動車メーカー・親企業の複数化を達成している系列企業の系列取引構造における位置を示し

たものである。そして，「4 つの局面」に各系列企業がどのように存在するのかによって系列

企業の存在態様や系列取引構造における多様性の程度が決定する。

　⑴ 「局面 1」は「系列企業の親企業への取引依存度も，親企業の系列企業に対する取引依存

度も高い場合（両依存度 50% 以上）」である。ここでは親企業と系列企業の取引関係上の相互依

存関係（あるいは連結度）が強く「典型的な系列取引」であると考えておく。特に両依存度が

100% の場合には，親企業が必要調達量の全量を当該系列企業から調達しており，また，系列

企業の全生産量を親企業に納入している状況になっている取引関係である。この場合には，こ

れまで言わば「閉鎖的な系列取引」であると言われて来たものが，「上から見た場合にも，下

から見た場合にも」現れたものである。⑵ 「局面 2」は「系列企業の親企業への取引依存度が

高いが，親企業の系列企業に対する取引依存度は低い場合」である。系列取引構造の特徴を

簡単に示すと，一方で部品調達方法の基本構造において「複数発注」が多く導入され（本稿⑺

8 ～ 9 頁，および 13 ～ 19 頁参照）。他方で納入先親企業の複数化が進行していると言っても「系

図表 1． 「親企業の系列企業に対する依存度」 と 「系列企業の親企業への依存度」 の関係を現す 「4 つの局面」 の説明

「局面 3」

「親企業の系列企業に対する依存度」が高いが（50%
以上），「系列企業の親企業への依存度」は低い（50%
以下）場合

「局面１」

「系列企業の親企業依存度」が高く（依存度 50% 以

上），しかも「親企業の系列企業に対する依存度」

も高い（依存度 50% 以上）場合

「局面 4」

「親企業の系列企業に対する依存度」が低く（50%
以下），しかも，「系列企業の親企業への依存度」も

低い（50% 以下）の場合

「局面 2」

「親企業の系列企業に対する依存度」は低い（50%
以下）が，「系列企業の親企業への依存度」が高い

（50% 以上）場合
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列主体の取引」が多かったのであるから（本稿⑼ 19 ～ 21 頁参照），この局面が取引構造の特徴

として一般的なものとしてあらかじめ考えておけるものである。⑶ 「局面 3」は「系列企業の

親企業への取引依存度が低いが，親企業の系列企業への取引依存度は高い場合」である。系列

取引構造の特徴として考えられる両依存度の関係性としては通常はあまり想定することのない

局面である。⑷ そして，「局面 4」は「親企業の系列企業に対する取引依存度と系列企業の親

企業への取引依存度がともに低い場合」である。これも系列取引構造の特徴として考えられる

両依存度の関係性としては通常あまり考えられていないものである。この局面に分類される系

列企業の親企業との取引基盤は弱い取引関係であり，この局面において両依存度がより低い位

置にある場合には，部品取引関係（生産系列の側面のこと）のみから見ると系列取引と言えない

特徴を持つものとなる。

　

（2）「4つの局面」における「系列企業」の存在態様

（1）トヨタの場合

　付表 2 の「③当該部品のトヨタへの納入依存度（%）」欄，および「⑦調達量のうち当該部品メー

カーへの依存度（%）」欄の両方の数字の関連性を検討すれば，両依存度を統一的に把握する

ことが出来る。言い換えると，表 13 および表 14 における分析結果を統一的に考察するとよ

いわけである。表 16 は系列企業を図表 1 で示した「4 つの局面」別に分類したものである。

　トヨタの系列企業については次の特徴がある。⑴ 「局面 1」に所属する系列企業は 9 社となっ

ている。⑵ 「局面 2」に所属する系列企業は 26 社とかなり多く，この局面に所属する系列企

業が系列取引構造の中で多数派となっている。⑶ 「局面 3」に所属する系列企業は 2 社だけで

ある。⑷ また，「局面 4」に所属する系列企業は 7 社だけである。すなわち両取引依存度とも

低い系列企業は少ない。⑸ そして，協力会非加盟の系列企業（括弧内の数字－内数）では「局面 2」

に所属する企業が 6 社と多い。

（2）日産の場合

　日産においては以下の特徴がある。⑴ 「局面 1」に所属する系列企業が 16 社と多く，親企

表 16． 「4 つの局面」 における 「系列企業」 の存在態様

備考．付表 2 より作成。

　　　①括弧内の数字は協力会非加盟企業（内数）。

　　　②下段の数字は比率（協力会非加盟企業を含んだ数字）。

局面 1 局面 2 局面 3 局面 4 合計

トヨタ自動車 9（0） 26　（6） 2（1） 7（1） 44　（8）
20.5% 59.1% 4.5% 15.9% 100.0

日産自動車 16（0） 15　（6） 3（0） 8（1） 42　（7）
38.1% 35.7% 7.1% 19.0% 100.0

合計 25（0） 41（12） 5（1） 15（2） 86（15）
29.1% 47.7% 5.8% 17.4% 100.0
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業と相互依存関係の強い系列企業がトヨタの場合より多い。⑵ 「局面 2」に所属する系列企業

も 15 社となっており，この点ではトヨタより少ない。⑶ 「局面 3」に所属する系列企業は 3 社， 

「局面 4」に所属する系列企業は 8 社であり，この 2 つの局面のあり方はトヨタ・日産に共通

している，⑷ そして，協力会非加盟の系列企業は 2 つの「局面」に分かれて存在するが，「局

面 2」に所属する企業が 6 社と多い。結局，両自動車メーカー合計すると，協力会非加盟の系

列企業では「局面 2」に所属する企業が多いことがさらに明確になってくる。

（3）「4つの局面」における「系列外企業」の存在態様

　表 17 によって系列外企業の状況を検討する。トヨタにおいては次の特徴がある。⑴ 「局面

4」に所属する企業が 74 社と最も多い。次いで「局面 2」に所属する企業が 58 社と多くなっ

ている。「局面 1」と「局面 3」に該当する系列外企業がかなり少ない。⑵ 系列外企業で「局

面 4」に所属する場合が多くなることはあらかじめ考えられることであった。しかし，「局面 2」

に所属する企業が多いこと，そして，「局面 1」に所属する企業も 19 社もあることは注意して

おく必要がある。系列企業が多く所属する局面に存在している系列外企業の事情についてはあ

らためて分析を積み上げていく必要がある。⑶ そして，協力会非加盟の系列外企業（括弧内の

数字－内数）も同じように「局面 2」と「局面 4」に集中して位置している。

　そして，日産においては次の特徴がある。⑴ 「局面 4」と「局面 2」に位置する企業が多くなっ

ているのはトヨタと同様であるが，「局面 4」に位置する企業が 91 社と 60% 以上を占めてい

ることが目立っている。⑵ そして，協力会非加盟の系列外企業も「局面 4」と「局面 2」に位

置する企業が多いが，「局面 4」に位置する企業が「局面 2」に位置する企業の 2 倍近くになっ

ており，トヨタとの相違が明らかである。

（4）「4つの局面」における系列企業の存在態様の分析のまとめ

　以上の事実から系列企業の存在態様の特徴を再整理して示すと以下のようである。第 1 に，

系列企業と系列外企業を比較すると「4 つの局面」における存在態様に大きな相違があった。

表 17． 「4 つの局面」 における 「系列外企業」 の存在態様

備考．付表 2 より作成。

　　　①括弧内の数字は協力会非加盟企業（内数）。

　　　②下段の数字は比率（協力会非加盟企業を含んだ数字）。

局面 1 局面 2 局面 3 局面 4

トヨタ自動車 19（3） 58（23） 7（0） 74（24）
12.0% 36.7% 4.4% 46.8%

日産自動車 12（1） 31（19） 10（6） 91（36）
8.3% 21.5% 6.9% 63.2%

合計 31（4） 89（42） 17（6） 165（60）
10.3% 29.5% 5.6% 54.6%
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すなわち「局面 1」と「局面 4」における両企業群の存在態様に大きな相違がある。第 2 に，「局

面 2」に属する企業が最も多いことが両自動車メーカー共通した系列企業の存在態様の特徴で

ある。第 3 に，トヨタと日産間の目立つ相違は「局面 1」と「局面 2」に該当する系列企業の

比率である。トヨタでは「局面 2」が系列取引構造の主流となっているが，日産では「局面 2」

とともに「局面 1」が系列取引構造の主流となっている。日産では表 13 で検討した「親企業

の系列企業に対する取引依存度」において類型Ⅲと類型Ⅳに該当する企業がトヨタより比率が

高かったことがここでの状況に反映している。

　そこで，両自動車メーカーとも「4 つの局面」の中でいずれの局面に系列企業が存在してい

ることから見れば，系列企業の存在態様が多様性であること，同時に，系列取引構造に多様性

があるということである。この多様性の状況を要約的に示すと，「局面 1」と「局面 2」に所

属する系列企業の存在は「多数派」あるいは「主流派」，「局面 3」に所属する系列企業の存在

は「例外的なもの」，そして「局面 4」に所属する系列企業の存在は「少数派」と特徴付ける

ことが出来る。そして，より詳しく検討を必要とするのは，⑴ まず，「多数派（あるいは主流派）」

という特徴付けをした「局面 1」と「局面 2」に所属する系列企業の存在態様をさらに詳細に

検討した場合，局面内の位置の相違によってグループ化することが出来るかどうか，⑵ また，

系列外企業が「多数派，あるいは主流派」として存在している「局面 4」に少数派として存在

している系列企業に「群として」の共通した特徴があるかどうか，⑶ そして，「例外的」存在

としての特徴付けをした「局面 3」に該当する系列企業や，あるいは，その他の 3 つの局面に

存在していても「局面 3」にきわめて近い位置にある系列企業に当該の位置を占めている特別

な事情があるかどうかということである
5）
。

Ⅳ．「系列内部の問題」の詳しい検討－系列取引構造の分析（その 3）－

1．分析課題の再確認と分析方法

（1）分析課題の再確認

　本章では，「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「系列企業の特定親企業への取引依

存度」を別々に検討した場合や，これを統一した「4 つの局面」における「個別の系列企業」

の位置を具体的に明らかにしていく。さらに，確定した系列企業の位置に「群としての」特徴

が現れているかどうかを検討することである。そして，詳しい「系列企業の類型」の分析結果

を導入して「4 つの局面」における「個別の系列企業」の位置を明らかする。ここでの分析に

よって「系列内部の問題」が詳しく明らかになるであろう。

5）なお，①「局面 3」に位置する系列企業がこの局面のどこに存在しているかどうか，②「局面 1」や「局面 2」
に存在していても「局面 3」にきわめて近い位置にある系列企業が存在しているかどうかということは表 16
からはわからない。この点については，後の図表 2 によって，その位置と該当する企業が明らかになる。
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　ここで，詳しい「系列企業の類型」とはどのようなものか再確認すると，「⑴同一企業グルー

プに所属する上位企業の種類による系列企業の類型」
6）
， 「⑵系列企業の系譜の相違による系列

企業の類型」
7）
， 「⑶自動車メーカーによる持株比率による系列企業の類型」

8）
， 「⑷継続的取引の

程度による系列企業の類型」
9）
であった。いずれの詳しい「系列企業の類型」も，それ自体が親

企業と系列企業の関係性の程度や系列取引構造における系列企業の微妙な位置の相違を表わし

ているものである。そこで，この相違によって「4 つの局面」における位置がどのように異なっ

ているのか明らかにする。すなわち，⑴ 「系列企業の特定親企業への取引依存度」と「親企業

の系列企業に対する取引依存度」というそれぞれの取引依存度における系列企業の位置のあり

方や両依存度を統一して把握した場合に見られる「4 つの局面」における系列企業の位置のあ

り方に強い影響を与えている「系列企業の類型」とはどのような類型なのか，⑵ 各「系列企

業の類型」内における微妙な位置の相違によって両依存度や「４つの局面」おける系列企業の

位置に相違が生じているのか，⑶ すなわち「系列企業の類型」と系列取引における位置には

どのような相関関係があるのかを検討する。

（2）分析方法

　この分析においても最初に両依存度を別々に考察して「個別の系列企業」の位置を確定して

いく。先に両依存度を別々に考察した場合に掲載した表 13 および表 14 と同じ形式の表に「個

別の系列企業名」と各系列企業に関する「系列企業の類型」の相違という区別を導入して検討

6）「同一企業グループに所属する上位企業の種類による系列企業の類型」とは，系列企業を，「①中核的グルー

プ企業」，「②自動車メーカーの系列企業」（トヨタ・日産のいずれかが第 1 位持株している企業のこと），「③

共同系列企業」（「共同支配企業」とも呼べるもので，複数の自動車メーカーが同時に持株している企業のこ

と），「④中核的グループ企業の系列企業」，「⑤系列企業の系列企業」に区別することである（本稿⑸表１参照）。

特に④と⑤については，生産分業体制構築の側面では 1 次取引企業でありながら親企業との経済的関係にお

いては 2 次階層にある企業としての「4 つの局面」における位置が性格付けられる。

7）「系列企業の系譜（経歴）」による区別とは，「①これまで下請企業であった企業が親企業に持株され系列企

業になった場合」と「②これまで独立形態の企業であった企業が親企業に持株され系列企業になった場合」

を「類型 A」として，「③親企業の一生産部門が外部企業として分離して系列企業になった場合」や「④親

企業単独あるいは親企業の中核的グループ企業共同で新たに設立して系列企業になった場合」や「⑤親企業

と他資本系列の上位企業によって新たに設立して系列企業になった場合」を「類型Ｂ」として区別すること

であった（本稿⑸表 1 参照。詳細については本稿⑹ 10 ～ 12 頁参照）。

8）「親企業による持株比率」を「① 100%」，「② 50% 以上～ 100% 未満」，「③ 25% 以上～ 50% 未満」，「④

25% 未満」に区別して系列企業の存在態様を明らかにしていた（本稿⑹表 3 参照）。

9）「継続的取引の程度による系列企業の類型」については，特にトヨタについては取引開始時期が明らかになっ

ているので，①取引開始年別，②および「1967 年までに協力会に加盟した企業」と「1967 年以降に協力会

に加盟した企業」に区別した継続的取引の状況について検討している（本稿⑹ 23 ～ 28 頁，特に表 7，表 8，
表 9 参照）。しかし，ここでは，トヨタ・日産に共通して使える「1972 年協力会名簿にある企業」と「1972
年協力会名簿にない企業」に区別して検討する（なお，1972 年を基準して区別した分析方法は，本稿⑷表 4，
および本稿⑸表 2，表 4 で行なっている）。なお，あえて指摘しておくと，個別の部品についての取引開始年

や継続的取引期間の分析ではなかったので，特定の部品取引に関する分析を行なう場合には，当該部品ごと

の取引開始年や継続的取引年数の数字を使う方がより厳密な分析となる。
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していく。

　表 18 と表 19 はこの結果を示したものである。2 つの表は共通して次のように作成されて

いる。「⑴欄」～「⑷欄」は上の 4 種類の「系列企業の類型」に照応している。「⑴」欄では，

該当する企業名とともに，「上位企業の種類」が示されている。すなわち，企業名の下の　　

　　線は「中核的グループ企業」，　　　　線は「共同系列企業」，　　　　線は「中核的グルー

プ企業の系列企業」，　　　　線は「系列企業の系列企業」，下線なしは「自動車メーカーの系

列企業」（トヨタ・日産いずれかの自動車メーカーが第１位株主になっている系列企業）であることを

示している（詳細は本稿⑸ 220 ～ 224 頁，特に表 1 参照）。また企業名の前の＊印は「協力会非加

盟企業」であることを示している。そして，企業名の後の括弧内の数字は取引依存度を示して

いる。次に，「⑵」欄は「系列企業の系譜」が示されており，「類型 B」に該当する系列企業が

どの企業であるのかがわかる
10）

。そして「⑶」欄は「親企業による持株比率」が示されている。

①は「持株比率 50% 以上」，②は「25% ～ 50%」，③は「25% 以下」であることを示す。さら

に「⑷」欄は「1972 年協力会名簿にない系列企業」には×印を付けている
11）

。最後に「⑸」欄

は「資本の階層性」の区別がなされている。巨大企業層は「巨」，大企業層は「大」，中小企業

層は「中」と記入している。いかなる「資本の階層性」に所属しているのかということは詳し

い「系列企業の類型」の中には含まれないが，あわせて検討しておくことにする。

　なお，本章の考察では「系列企業の類型」の中でも「同一企業グループに所属する上位企業

の種類」の相違と系列企業の存在態様の関連性を明らかにすることを最も重視していく。と

いうのは，「系列取引の構造を内包したサプライヤー・システム」の分析を行なう場合に最初

に見つけ出しておかなければいけない「系列企業」（＝特定自動車メーカーの資本系列にある企業）

を見つけ出すための方法として使用されたものであるからである。

　

2．「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「系列企業の納入先自動車メーカー・親企業へ

の取引依存度」を別々に検討した場合

（1）「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「個別の系列企業」の位置

（1）トヨタの場合

10）なお，「類型 B」に該当する系列企業の中に『自動車部品 200 品目の生産流通調査』に掲載されていない企

業がある（トヨタ側 3 社）。また，「系列企業の系譜不明企業」があったが「類型⑴⑵」に含ませている。

11）①ただし，ここでの考察対象企業には協力会非加盟企業が混在している。「1972 年協力会名簿にない系列

企業」には 1996 年時点の協力会非加盟企業が混在している。表 18，および表 19 において該当する企業が

明らかとなっている。②トヨタの場合，「1972 年協力会名簿にある系列企業」で「1967 年名簿」にない系

列企業は 3 社のみであり，「1967 年名簿」にある系列企業の取引開始時期は，1936 ～ 1940 年 6 社，1941
～ 1945 年 6 社，1946 ～ 1950 年 11 社，1951 ～ 1955 年 4 社，1956 ～ 1960 年 4 社となっており，1972
年以降協力会に加盟した企業とは取引継続年数にかなり差異がある（本稿⑹表 7，表 8，表 9 参照。また，

本稿巻末掲載付表 2 も参照）。③なお，トヨタについては付表 2 の企業名の後の括弧内の数字は「取引開始

年月」を示していたので，表 17，表 18，および，図表 2 によって各企業の位置を確認出来る。
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　表 18 は「親企業の系列企業に対する取引依存度」と「個別の系列企業」の位置関係や各「系

列企業の類型」との関連性が示されている。トヨタにおいては次の特徴がある（表 18-1）。第

1 の「同一グループに所属する上位企業の種類」については以下のとおりである。⑴ 「中核的

グループ企業」8 社が類型Ⅰ～類型Ⅳに極端に偏ることなく存在している。⑵ 「共同系列企業」

4 社の中で 2 社が類型Ⅰに属し，2 社は類型Ⅱに属している。⑶ 「中核的グループ企業の系列

企業」9 社は類型Ⅰ～Ⅳに分散している。その中で 5 社は類型Ⅰに属しいる。⑷ 「系列企業の

系列企業」3 社の中で 2 社が類型Ⅰに，1 社が類型Ⅲに属している。⑸ 通常の「自動車メーカー

の系列企業」21 社は類型Ⅰ，類型Ⅱ，類型Ⅲに位置している。⑹ 「協力会非加盟の系列企業」

8社の中の7社が類型Ⅰに，特に依存度の低い方に位置に集中して存在している
12）

。⑺ したがっ

て，「上位企業の種類」別では「中核的グループ企業の系列企業」と「協力会非加盟の系列企業」

に最も「群として」の特徴が見られ，次いで「共同系列企業」と「系列企業の系列企業」に「群

として」の特徴が見られる
13）

。

　他の「系列企業の類型」別の存在態様では次の特徴がある。第 2 の「系列企業の系譜」別では，

「類型 A」・「類型 B」ともに取引依存度の程度は分散している。したがって，「系列企業の系譜」

の相違によって部品調達における親企業の取扱は異なっていない
14）

。第 3 の「自動車メーカー

による持株比率」の相違においては，各持株比率の系列企業が 4 つの類型に分散して存在して

いる。したがって，持株比率の相違によっても部品調達方法における親企業の取扱は異なって

いない
15）

。第 4 の「継続的取引の程度」別では，「1972 年協力会名簿にない系列企業」は 17 社

の中で 12 社が類型Ⅰに集中して存在しており「群として」の特徴が現れていると考える。す

なわち「継続的取引の程度」は「親企業の系列企業に対する取引依存度」に影響している。な

お「中小企業」層所属の系列企業は１社を除いて類型Ⅰに集中して存在していることも「群と

して」の特徴が明確であると言えよう。

（2）日産の場合

　日産においては次の特徴がある（表 18-2）。第 1 の「同一グループに所属する上位企業の種類」

12）「協力会非加盟の系列企業」の構成企業（上位資本の種類別）を再確認しておこう。①トヨタでは，中核的

グループ企業の系列企業 5 社，系列企業の系列企業 1 社，自動車メーカーの系列企業 1 社，中核的グループ

企業 1 社である。②日産では，中核的グループ企業の系列企業 2 社，系列企業の系列企業 2 社，自動車メー

カーの系列企業 1 社，中核的グループ企業 2 社である。③したがって，「協力会非加盟の系列企業」（両自動

車メーカー合計 12 社）の中で 10 社は資本関係では自動車メーカーの第 2 次的性格の系列企業である。

13）  「個別の系列企業」の位置は明らかに出来る。問題は「群として」の特徴が現れていることの判断基準である。

① 1 つの類型に集中して属していること，さらに，1 つの類型の中の上位あるいは下位に集中して存在して

いることを最も「群として」の特徴が現れているものと考える。②また，「系列主体の取引であるか，そう

でないか」ということも次に重要なものとすることにしよう。

14）類型 A と類型 B は通常の部品取引関係においては同様に取り扱われるが，当該企業が倒産に瀕した場合に

は，類型Ｂは特別扱いされると言う（聞き込みによる）。

15）この比率が不明な企業が多いことが目につくが，該当企業は協力会非加盟の系列企業である。
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こ
と
を
示
す
。

　
　
　
④
⑵
欄
は
「
系
列
企
業
の
系
譜
」
を
示
す
（
類
型
Ｂ
の
み
記
入
）
。

　
　
　
⑤
⑶
欄
は
「
親
企
業
の
持
株
比
率
」
を
示
す
。
①
は
「
親
企
業
持
株
比
率

50
％
以
上
」
，
②
は
「

25
％
～

50
％
」
，
③
は
「

25
％
以
下
」
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。
「
不
」
は
不
明
。

　
　
　
⑥
⑷
欄
は
「
継
続
的
取
引
の
程
度
」
を
示
す
。
「

19
72

年
の
協
力
会
名
簿
に
掲
載
さ
れ
て
い
な
い
企
業
」
は
×
印
で
示
す
。

　
　
　
⑦
⑸
欄
は
「
資
本
の
階
層
性
」
の
区
別
を
示
す
。
巨
大
企
業
層
（
巨
）
，
大
企
業
層
（
大
）
，
中
小
企
業
層
（

中
）
で
あ
る
。

自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
系
列
企
業
に
対
す
る
取
引
依
存
度

類
型
Ⅰ
（

0%
以
上
～

25
%
）

類
型
Ⅱ
（

25
%

以
上
～

50
%
）

類
型
Ⅲ
（

50
%

以
上
～

75
%
）

類
型
Ⅳ
（

75
%

以
上
～

10
0%

）

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

ト ヨ タ 自 動 車

＊
ト
ヨ
タ

車
体
精
工

0.
3

B
①

×
中

キ
ャ
タ

ラ
ー
工
業

25
.5

①
×

大
＊

日
本

ワ
イ

パ
－

ブ
レ

－
ド

51
.0

B
①

×
大

愛
知
製
鋼

79
.0

B
③

巨

＊
ト
ヨ
タ
ア

ス
ト

ラ
モ

－
タ

－
1.

1
B

不
×

中
ア
イ
ン
シ
化
工

25
.7

②
×

大
　
中
央
発
条

52
.1

③
大

ア
ス
モ
デ
ン
ソ
ー

97
.6

①
大

＊
ダ
イ
ハ

ツ
工
業

4.
2

②
×

巨
ア
ラ
コ

26
.5

B
①

大
　
愛
三
工
業

52
.4

B
②

大

　
ト
リ
ニ
テ
ィ
工
業

5.
0

②
×

大
カ
ヤ
バ
工
業

27
.0

③
巨

　
ア
イ
シ
ン
精
機

55
.5

③
巨

　
東
京
焼
結
金
属

5.
2

②
×

大
フ
タ
バ

産
業

27
.8

③
大

　
東
海
理
化
電
機
製
作
所

58
.1

②
大

＊
関
東
シ

ー
ト
製
作
所

6.
2

不
×

中
岐
阜
車

体
工
業

30
.4

②
大

　
大
豊
工
業

61
.5

①
大

＊
石
川
工

業
6.

8
不

×
中

ア
イ
シ
ン

A
W

32
.2

B
①

×
巨

　
中
央
精
機

62
.8

①
大

＊
ア
イ
シ

ン
A

W
精
密

9.
4

B
不

×
中

曙
ブ
レ
ー
キ
工
業

35
.0

③
大

　
デ
ン
ソ
ー

66
.3

B
③

巨

　
京
三
電

機
11

.0
①

大
豊
田
紡
織

35
.6

B
③

×
大

　
ア
イ
シ
ン
高
丘

68
.2

B
②

　
日
本
ピ

ス
ト
ン
リ
ン
グ

11
.0

③
大

豊
田
鉄
工

37
.1

B
②

大

　
三
桜
工

業
15

.2
③

×
大

堀
江
金

属
工
業

39
.0

②
中

　
豊
田
化
工

16
.1

③
中

津
田
工

業
40

.5
②

大

＊
光
洋
機

械
工
業

20
.0

B
不

×
中

豊
田
合
成

41
.0

B
②

巨

　
ア
イ
シ

ン
エ
ー
ア
イ

21
.2

B
①

×
大

ア
ー
ト

金
属
工
業

42
.5

③
×

大

　
光
洋
精
工

21
.2

③
巨

ジ
ェ
コ

ー
44

.9
②

大

　
豊
田
自

動
織
機

24
.3

B
③

巨
豊
生
ブ

レ
ー
キ
工
業

46
.3

B
②

大

豊
田
工
機

49
.5

③
巨

44 社
16

社
（

36
.4

%
）

17
社
（

38
.6

%
）

9
社
（

20
.5

%
）

2
社
（

4.
5%

）
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表

1
8
-
2
．
「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
系
列
企
業
に
対
す
る
取
引
依
存
度
」
別

・
系
列
企
業
一
覧
－
日
産
自
動
車
－

備
考
．
付
表

2
よ
り
作
成
。

　
　
　
①
～
⑦
は
ト
ヨ
タ
自
動
車
と
同
じ
。

自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
系
列
企
業
に
対
す
る
取
引
依
存
度

類
型
Ⅰ
（

0%
以
上
～

25
%
）

類
型
Ⅱ
（

25
%

以
上
～

50
%
）

類
型
Ⅲ
（

50
%

以
上
～

75
%
）

類
型
Ⅳ
（

75
%

以
上
～

10
0%

）

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

日 産 自 動 車

＊
三
国
製

作
所

2.
2

①
×

中
　
パ
イ

オ
ラ
ッ
ク

23
.0

③
大

曙
ブ
レ
ー
キ
工
業

51
.2

③
大

カ
ヤ
バ
工
業

82
.8

③
巨

＊
川
口
内

燃
鋳
造

3.
1

①
×

中
　
エ
ク

セ
デ
ィ

27
.0

②
大

日
本
プ
ラ
ス
ト

55
.2

②
大

リ
ズ
ム

83
.4

B
①

中

＊
日
産
デ

ィ
－
ゼ
ル
工
業

4.
0

②
大

＊
錦
陵
工
業

27
.3

B
不

×
中

フ
ジ
ユ
ニ
バ
ン
ス

56
.5

②
大

桐
生
機
械

89
.3

②
大

　
藤
沢
製

作
所

7.
7

不
中

　
セ
ン

ト
ラ
ル
硝
子

28
.0

③
巨

カ
ン
セ
イ

56
.7

B
②

大
ナ
イ
ル
ス
部
品

90
.5

②
大

　
タ
チ
エ
ス

9.
0

③
大

　
上
野
工
業

29
.0

不
×

中
テ
ネ
ッ
ク
ス

57
.3

①
大

ア
ル
フ
ァ

92
.5

②
大

　
日
産
工

機
9.

8
①

×
大

　
日
本
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ

29
.1

③
大

橋
本
フ
ォ
－
ミ
ン
グ
工
業

61
.5

③
大

日
本
気
化
器
製
作
所

10
0

③
大

＊
新
和
工

業
9.

8
不

×
中

＊
愛
知
機
械
工
業

30
.3

②
大

河
西
工
業

64
.1

③
大

　
山
川
工
業

17
.5

②
中

　
栃
木

富
士
産
業

32
.0

③
大

大
井
製
作
所

64
.1

②
大

　
ヨ
ロ
ズ

32
.0

②
大

市
光
工
業

65
.9

③
大

　
鬼
怒
川
ゴ
ム
工
業

33
.4

②
大

自
動
車
電
機
工
業

68
.8

③
大

　
池
田
物
産

36
.1

①
巨

カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク

70
.8

②
大

　
ジ
ャ
ト
コ

39
.1

B
①

大
キ
ー
パ
ー

70
.5

③
大

　
ユ
ニ
シ
ア
ジ
ェ
ニ
ッ
ク

44
.3

B
②

大
エ
ヌ
デ
ー
シ
ー

71
.3

①
大

　
ク
ラ
リ
オ
ン

48
.1

③
巨

　
三
桜
工
業

50
.0

③
×

大

42 社
8
社
（

19
.0

%
）

15
社
（

35
.7

%
）

13
社
（

31
.0

%
）

6
社
（

14
.3

%
）
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については以下のとおりである。⑴ 「中核的グループ企業」3 社は類型Ⅰと類型Ⅱに位置して

いる。⑵ 「共同系列企業」2 社が類型Ⅱに属し，そして他の 2 社が類型Ⅲと類型Ⅳに位置して

いる。「共同系列企業」への取引依存はトヨタより大きい。⑶ 「中核的グループ企業の系列企業」

は２社とも類型Ⅰに属している。⑷ 「系列企業の系列企業」4 社は類型Ⅰと類型Ⅱに 2 社ずつ

属している。⑸ 通常の「自動車メーカーの系列企業」では類型Ⅰ～類型Ⅳに属している，⑹ 

なお，「協力会非加盟の系列企業」6 社の中で 4 社が類型Ⅰ，それもこの取引依存度の低い位

置に存在している。⑺ したがって，「上位企業の種類」別では，「中核的グループ企業の系列企業」

（ただし，該当企業数が少ない）と「協力会非加盟の系列企業」が最も「群として」の特徴が現れ，

次いで「中核的グループ企業」に「群として」の特徴が現れている。

　他の「系列企業の類型」の存在態様では次の特徴がある。第 2 の「系列企業の系譜」別では，

もともと該当企業が少ない「類型 B」は類型Ⅱと類型Ⅲに存在している。第 3 の「自動車メー

カーによる持株比率」別では，各持株比率の系列企業が各依存度に分散して存在している。第

4 の「継続的取引の程度」別では，「1972 年協力会名簿にない系列企業」8 社すべてが類型Ⅰ

と類型Ⅱに存在している。ただし，トヨタの場合より存在領域が広い。そして「中小企業」層

所属の系列企業は類型Ⅰに存在しているものが多いが，類型Ⅱ，類型Ⅳにも 1 社ずつ存在し

ている。この点はトヨタの場合より分散して存在している。

（2）「系列企業の自動車メーカー・親企業への取引依存度」と「個別の系列企業」の位置

（1）トヨタの場合

　表 19 は「系列企業の納入先親企業に対する取引依存度」と「個別の系列企業」の位置関係

や各「系列企業の類型」との関連性が示されている。トヨタでは次の特徴がある（表 19-1）。

第 1 の「同一企業グループに所属する上位企業の種類」については以下のとおりである。⑴ 

「中核的グループ企業」8 社の中で 6 社は類型Ⅳに属している。⑵ 「共同系列企業」4 社の中で

3 社が類型Ⅰに位置し，残りの 1 社も類型Ⅱに属している。⑶ 「中核的グループ企業の系列企

業」9 社の中で 6 社は類型Ⅳに，残りの 3 社は類型Ⅱと類型Ⅲに位置している。⑷ 「系列企業

の系列企業」3 社は類型Ⅰ，類型Ⅲ，類型Ⅳに 1 社ずつ位置している。⑸ 「自動車メーカーの

系列企業」21 社の中で 19 社が類型Ⅲ（6 社）と類型Ⅳ（13 社）に属している。⑹ 「協力会非加

盟の系列企業」は半数が類型Ⅳに，そして，残りの半数が類型Ⅰ，類型Ⅱ，類型Ⅲに分かれて

2 ～ 4 社ずつ存在している。類型Ⅳに属す系列企業は 6 社が取引依存度 100% となっていると

ころに特徴がある。⑺ したがって，「中核的グループ企業」に最も「群として」特徴が現れて

いること，次いで「共同系列企業」や「自動車メーカーの系列企業」や「中核的グループ企業

の系列企業」に「群として」特徴が現れている。

　他の「系列企業の類型」の存在態様では次の特徴がある。第 2 の「系列企業の系譜」別では，「類
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型 B」が 2 社を除いて「75% ～ 100%」という高い依存度に集中して存在しており「群として」

特徴付けられる。第 3 の「自動車メーカーによる持株比率」別では，「③持株比率 25% 以下」

12 社は類型Ⅰ～Ⅳに散在しているが，この中で 6 社が類型Ⅰと類型Ⅱに存在している。第 4

の「継続的取引の程度」別では，「1972 年協力会名簿にない系列企業」は類型Ⅰ～類型Ⅳに散

在しているという状況の中で，18 社中 9 社は類型Ⅳに存在している。しかし，この状況は先

に考察した「親企業の系列企業に対する取引依存度」の場合より各類型に分散している。すな

わち「継続的取引の程度」は「部品調達方法の基本構造」の位置の方に強く影響していると考

えることが出来る。そして，第 5 に，「中小企業」層所属の系列企業は 2 社を除いた 6 社が類

型Ⅳに，しかも，この中で 5 社は取引依存度が 100% になっており，「群として」の特徴が現

れていると言える。

（2）日産の場合

　日産では次の特徴がある（表 19-2）。第 1 の「同一企業グループに所属する上位企業の種類」

については以下のとおりである。⑴ 「中核的グループ企業」は 1 社が類型Ⅲに，2 社が類型Ⅳ

に属している。⑵ 「共同系列企業」４社は１社が類型Ⅰ，2 社が類型Ⅱ，そして 1 社が類型Ⅳ

に属している。⑶ 「中核的グループ企業の系列企業」は２社とも類型Ⅳに属している。⑷ 「系

列企業の系列企業」4 社の中で 3 社は類型Ⅳに属している。⑸ 「自動車メーカーの系列企業」

では 29 社の中で 20 社が類型Ⅳに集中している。⑹ なお「協力会非加盟の系列企業」は 1 社

を除いて類型Ⅳに属しており，しかも，取引依存度 100% のものが 4 社存在している。⑺ し

たがって，「中核的グループ企業の系列企業」，「協力会非加盟の系列企業」，「自動車メーカー

の系列企業」，「中核的グループ企業」の順序で「群として」の特徴が現れていると言える。

　他の「系列企業の類型」の存在態様では次の特徴がある。第 2 の「系列企業の系譜」別では，「類

型B」は類型Ⅳに存在している。第 3の「自動車メーカーによる持株比率による系列企業の類型」

別では，「③持株比率 25% 以下」が類型Ⅰと類型Ⅱに多く存在している。この特徴はトヨタの

場合より強く現れている。第 4 の「継続的取引の程度」別では，「1972 年協力会名簿にない系

列企業」は類型Ⅰ～Ⅱに分散して存在している。すなわち，日産においても「継続的取引の程度」

は「親企業の系列企業に対する取引依存度」の方に強く現れている。なお，「中小企業」層所

属の系列企業は 1 社を除いて類型Ⅳに存在しており，しかも，4 社が取引依存度 100% となっ

ている。

　

（3）分析項目の配置について

　最後に，次の点は説明しておきたい。「親企業の系列企業に対する取引依存度の分析」と「系

列企業の特定親企業への取引依存度の分析」はそれぞれ独立して重要な意義があった。独立し

た分析領域として独自の問題意識の展開に結びつくものである。この意義を強調すれば，ここ
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表

1
9
-
1
．
「
系
列
企
業
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー

・
親
企
業
へ
の
取
引
依
存
度
」
別

・
系
列
企
業
一
覧
－
ト
ヨ
タ
自
動
車
－

備
考
．
①
付
表

2
よ
り
作
成
。

　
　
　
②
⑴
⑵
⑶
⑷
⑸
欄
は
表

15
と
同
じ
。

系
列
企
業
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
・
親
企
業
へ
の
取
引
依
存
度

類
型
Ⅰ
（

0%
以
上
～

25
%
）

類
型
Ⅱ
（

25
%

以
上
～

50
%
）

類
型
Ⅲ
（

50
%

以
上
～

75
%
）

類
型
Ⅳ
（

75
%

以
上
～

10
0%

）

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

ト ヨ タ 自 動 車

　
三
桜
工
業

15
.1

③
×

大
京
三
電
機

32
.1

①
×

大
＊
光
洋
機
械
工
業

55
.9

不
×

中
　
デ
ン
ソ
ー

74
.7

B
③

巨

　
日

本
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ

15
.9

③
大

ア
ー
ト
金
属
工
業

42
.4

③
×

大
　

東
海
理
化
電
機
製
作
所

56
.4

②
大

　
愛
三
工
業

78
.5

②
大

＊
ダ
イ
ハ
ツ
工
業

21
.6

②
×

巨
曙
ブ
レ
ー
キ
工
業

44
.3

③
大

　
大
豊
工
業

58
.6

①
大

　
ア
イ
シ
ン
精
機

79
.9

③
巨

＊
日
本
ワ
イ
パ
－
ブ
レ
－
ド

23
.7

B
①

×
中

光
洋
精
工

48
.3

③
巨

　
中
央
発
条

59
.7

③
大

　
中
央
精
機

82
.0

①
大

　
カ
ヤ
バ
工
業

24
.6

③
巨

ア
ス
モ
デ
ン
ソ
ー

49
.4

①
大

　
フ
タ
バ
産
業

62
.1

③
大

　
ア
ン

シ
ン

・
エ

ー
ア

イ
85

.9
B

①
×

大

　
ジ
ェ
コ
ー

64
.1
　

②
×

大
＊
関
東
シ
ー
ト
製
作
所

89
.0

不
×

中

　
豊
田
合
成

74
.0

B
②

巨
　
豊
生
ブ
レ
ー
キ
工
業

89
.0

B
②

大

　
ア
イ
シ
ン
化
工

74
.3

②
×

大
　
津
田
工
業

91
.5

②
大

　
キ
ャ
タ
ラ
ー
工
業

74
.5

不
×

大
　
豊
田
鉄
工

92
.5

B
②

大

　
豊
田
化
工

93
.9

②
大

　
ア
イ
シ
ン
高
丘

94
.9

B
②

大

　
愛
知
製
鋼

96
.5

B
③

巨

　
豊
田
工
機

98
.4

③
巨

　
ア
イ
シ
ン

A
W

99
.0

B
①

×
巨

　
ト
ヨ
タ
自
動
織
機

99
.9

B
③

巨

　
豊
田
紡
織

10
0

②
×

大

　
ア
ラ
コ

10
0

①
大

　
東
京
焼
結
金
属

10
0

②
大

　
ト
リ
ニ
テ
ィ
工
業

10
0

②
×

大

　
堀
江
金
属
工
業

10
0　

②
中

＊
石
川
工
業

10
0

不
×

中

＊
ア
イ
ン
シ

A
W

精
密

10
0

B
不

×
中

　
岐
阜
車
体
工
業

10
0

②
大

＊
ト
ヨ
タ
車
体
精
工

10
0

B
①

×
中

＊
ト

ヨ
タ
ア
ス
ト
ラ
モ
－
タ
－

10
0

B
不

×
中

44 社
5
社
（

11
.4

%
）

5
社
（

11
.4

%
）

9
社
（

20
.5

%
）

25
社
（

56
.8

%
）
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表

1
9
-
2
．
「
系
列
企
業
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー

・
親
企
業
へ
の
取
引
依
存
度
」
別

・
系
列
企
業
一
覧
－
日
産
自
動

車
－

備
考
．
付
表

2
よ
り
作
成
。

系
列
企
業
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
・
親
企
業
へ
の
取
引
依
存
度

類
型
Ⅰ
（

0%
以
上
～

25
%
）

類
型
Ⅱ
（

25
%

以
上
～

50
%
）

類
型
Ⅲ
（

50
%

以
上
～

75
%
）

類
型
Ⅳ
（

75
%

以
上
～

10
0%

）

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

⑴
⑵

⑶
⑷

⑸
⑴

⑵
⑶

⑷
⑸

日 産 自 動 車

エ
ク
セ
デ

ィ
8.

7
②

大
＊
三
国
製
作
所

25
.2

①
×

中
市
光
工
業

52
.9

③
大

＊
川
口
内
燃
機
製
造

78
.9

①
×

中

日
本
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ

19
.9

③
×

大
　
三
桜
工
業

27
.0

③
×

大
日
産
デ
ィ
－
ゼ
ル
工
業

59
.6

②
大

　
自
動
車
電
機
工
業

79
.7

③
大

日
本
気
化
器
製
作
所

20
.4

③
大

　
曙
ブ
レ
ー
キ
工
業

27
.4

③
大

ア
ル
フ
ァ

74
.9

②
大

　
橋

本
フ
ォ
－
ミ
ン
グ
工
業

79
.7

③
大

　
タ
チ
エ
ス

32
.1

③
大

　
テ
ネ
ッ
ク
ス

81
.3

①
大

　
セ
ン
ト
ラ
ル
硝
子

33
.9

③
巨

　
カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク

81
.6

②
大

　
キ
ー
パ
ー

42
.6

③
大

　
日
本
プ
ラ
ス
ト

82
.1

②
大

　
ク
ラ
リ
オ
ン

43
.4

③
巨

　
桐
生
機
械

82
.5

②
大

　
ジ
ャ
ト
コ

50
.0

B
①

×
大

　
カ
ヤ
バ
工
業

8.
26

③
巨

　
池
田
物
産

83
.0

①
巨

　
エ
ヌ
デ
ー
ジ
ー

84
.6

①
大

　
ナ
イ
ル
ス
部
品

84
.8

②
大

　
ユ
ニ
シ
ア
ジ
ェ
ニ
ッ
ク

89
.4

B
②

大

　
大
井
製
作
所

89
.8

②
大

　
鬼
怒
川
ゴ
ム
工
業

92
.3

②
大

　
リ
ズ
ム

93
.3

B
①

大

　
河
西
工
業

93
.7

③
大

　
カ
ン
セ
イ

98
.0

B
②

大

　
栃
木
富
士
産
業

98
.2

③
大

　
ヨ
ロ
ズ

98
.2

②
大

　
山
川
工
業

10
0

②
大

　
パ
イ
オ
ラ
ッ
ク

10
0

③
大

　
フ
ジ
ユ
ニ
バ
ン
ス

10
0

②
大

　
藤
沢
製
作
所

10
0

不
中

　
上
野
工
業

10
0

不
中

＊
新
和
工
業

10
0

不
×

中

＊
錦
陵
工
業

10
0

B
不

×
中

＊
愛
知
機
械
工
業

10
0

②
大

＊
日
産
工
機

10
0

①
×

大

4
2
社

3
社
（

7.
1%

）
8
社
（

19
.0

%
）

3
社
（

7.
1%

）
28

社
（

66
.7

%
）
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で行なった 2 つの取引依存度の分析（表 13 および 14，表 18 および 19 に関する分析のこと）につ

いては，その中で「自動車メーカーの部品サプライヤーに対する取引依存度」の分析は本稿⑻

の最後の箇所に，そして，「系列企業の自動車メーカー・親企業の複数化の分析」は本稿⑼の

最後の箇所に置く方法もあった。しかし，今回の分析においては部品サプライヤーの「企業全

体の部品取引関係」のあり方を示す数字を利用した分析は本稿⑽および⑾でまとめて行なうこ

とにした。それは両依存度の分析について独自の分析意義を認めながらも，今回の分析では最

終目標である「4 つの局面」における系列企業の存在態様や「系列内部の問題」を詳しく検討

する場合の前段階の分析として位置付けることを重視したためである。（続く）
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付
表

2
-
1
．
「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」
－
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
－

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開
始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

⑴
「
系
列
企
業
」

－
巨
大
企
業
－

⑴
「
系
列
企
業
」
－
巨
大
企
業
－

①
デ
ン
ソ
ー
（

19
49

）
34

10
25

5.
7

  
76

60
.3

74
.7

9
11

54
9.

5
76

60
.3

66
.3

①
ク
ラ
リ
オ
ン

1
14

0.
5

6 1
43

.4
10

12
6.

9
61

48
.1

②
ア
イ
シ
ン
精
機
（

19
45

）
37

50
86

.2
3

40
62

.8
79

.9
9

73
26

.2
5

40
62

.8
55

.5
②
セ
ン
ト
ラ
ル
硝
子

1
11

8.
1

40
33

.9
5

14
3

40
28

.0

③
ト

ヨ
タ

自
動

織
機
（

19
38

）
4

25
6.

3
25

6.
2

99
.9

2
10

56
25

6.
2

24
.3

③
池
田
物
産

7
31

8.
3

26
4.

3
83

.0
5

73
2.

8
26

4.
3

36
.1

④
ダ
イ
ハ
ツ
工
業

3
15

2.
7

33
21

.6
2

79
2

33
4.

2
④
カ
ヤ
バ
工
業

3
30

89
.2

25
53

.1
82

.6
10

30
83

.5
25

53
.1

82
.8

⑤
ア
イ
ン
シ

A
W

4
22

30
.9

22
07

.9
99

.0
5

68
62

22
67

.9
32

.2
⑵
「
系
列
企
業
」
－
大
企
業
－

⑥
光
洋
精
工
（

19
37

）
5

45
3.

55
21

9.
2

48
.3

10
10

35
.7

21
9.

2
21

.2
⑤
ユ
ニ
シ
ア
ジ
ェ
ニ
ッ
ク

21
28

71
.1

25
66

.6
89

.4
7

57
87

.7
25

66
.6

44
.3

⑦
愛
知
製
鋼

1
14

1
13

6
96

.5
3

17
2

13
6

79
.0

⑥
日
産
デ
ィ
ー
ゼ
ル
工
業

2
19

.3
11

.5
59

.6
2

28
6

11
.5

4.
0

⑧
豊
田
工
機
（

19
53

）
5

37
8.

1
37

2.
2

98
.4

4
75

1.
4

37
2.

2
49

.5
⑦
カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク

10
10

47
.4

85
4.

6
81

.6
6

12
06

.3
85

4.
6

70
.8

⑨
カ
ヤ
バ
工
業
（

19
48

）
2

55
9.

2
13

7.
3

24
.6

10
50

7.
7

13
7.

3
27

.0
⑧
市
光
工
業

9
14

00
.4

74
0.

8
52

.9
11

11
12

3.
6

74
0.

8
65

.9

⑩
豊
田
合
成
（

19
36

）
10

22
85

.2
16

92
74

.0
8

41
25

16
92

41
.0

⑨
曙
ブ
レ
ー
キ
工
業

5
22

24
.2

60
9.

6
27

.4
10

11
91

.4
60

9.
6

51
.2

⑵
「
系
列
企
業
」
－
大
企
業
－

⑩
愛
知
機
械
工
業

12
41

1.
5

41
1.

5
10

0
1

13
58

41
1.

5
30

.3

⑪
東
海
理
化
電
機
製

作
所
＊

14
20

80
.0

6
11

74
.3

56
.4

9
20

25
.9

11
74

.3
58

.1
⑪
日
産
工
機

1
14

14
10

0
1

14
3

14
9.

8

⑫
中
央
発
條
（

19
37

）
6

15
18

.8
90

7
59

.7
7

17
39

.4
90

7
52

.1
⑫
栃
木
富
士
産
業

4
15

5.
2

15
2.

4
98

.2
10

47
7

15
2.

4
32

.0

⑬
フ
タ
バ
産
業
（

19
47

）
6

51
7.

1
32

1.
1

62
.1

5
11

56
.2

32
1.

1
27

.8
⑬
日
本
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ

4
52

1.
6

10
4

19
.9

11
35

8
10

4
29

.1

⑭
曙

ブ
レ

ー
キ

工
業
（

19
37

）
5

79
.2

35
.1

44
.3

10
10

0.
2

35
.1

35
.0

⑭
カ
ン
セ
イ

7
45

4.
5

44
5.

4
98

.0
3

78
6

44
5.

4
56

.7

⑮
日
本
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ
（

19
37

）
3

54
5.

9
86

.8
15

.9
11

79
2

86
.8

11
.0

⑮
エ
ク
セ
デ
ィ

1
14

8.
48

12
.9

8.
7

11
48

12
.9

27

⑯
ア
イ
シ
ン
高
丘
（

19
60

）
5

57
3

54
3.

7
94

.9
4

79
7.

2
54

3.
7

68
.2

⑯
ジ
ャ
ト
コ

1
71

.9
4

36
50

.0
7

92
36

39
.1

⑰
愛
三
工
業
（

19
45

）
8

95
5.

74
75

0.
54

78
.5

7
14

31
75

0.
54

52
.4

⑰
鬼
怒
川
コ
ム
工
業

4
30

4.
6

28
1

92
.3

4
84

0.
5

2 8
1

33
.4

⑱
ア
イ
シ
ン
・
エ
ー
ア
イ

2
39

.2
3

33
.7

85
.9

4
15

8.
6

33
.7

21
.2

⑱
タ
チ
エ
ス

5
12

7
40

.8
32

.1
6

45
5.

8
40

.8
9.

0

⑲
ア

ス
モ

デ
ン

ソ
ー
（

19
52

）
2

10
42

51
5

49
.4

9
52

8
51

5.
4

97
.6

⑲
山
川
工
業

1
25

25
10

0
1

14
3

25
17

.5

⑳
豊
田
紡
織

2
16

7
16

7
10

0
1

46
9.

4
16

7
35

.6
⑳
河
西
工
業

4
35

3.
8

33
1.

5
93

.7
3

51
7.

4
33

1.
5

64
.1

ア
ラ
コ
（

19
47

）
5

21
5.

5
21

5.
5

10
0

1
81

4
21

5.
5

26
.5

ヨ
ロ
ズ

5
15

5.
2

15
2.

4
98

.2
3

47
7

15
2.

4
32

.0

三
桜
工
業

2
53

0.
1

80
15

.1
8

52
8

80
15

.2
三
桜
工
業

2
53

0.
1

14
3

27
.0

8
28

6
14

3
50

中
央
精
機
（

19
42

）
2

86
2.

8
70

7.
4

82
.0

6
11

25
.2

70
7.

4
62

.8
大
井
製
作
所

8
59

0.
05

52
9.

9
89

.8
5

82
7.

2
52

9.
9

64
.1

ア
ー
ト
金
属
工
業

2
52

9.
1

22
4.

4
42

.4
7

52
8

22
4.

4
42

.5
パ
イ
オ
ラ
ッ
ク
ス

1
33

33
10

0
1

14
3

33
23

豊
田
鉄
工
（

19
45

）
4

35
7.

9
33

0.
9

92
.5

2
89

2.
2

33
0.

9
37

.1
テ
ネ
ッ
ク
ス

8
69

4.
1

56
4.

2
81

.3
5

98
4.

6
56

4.
2

57
.3

ア
イ
ン
シ
化
工

6
36

4.
7

27
1

74
.3

7
10

54
.7

27
1

25
.7

自
動
車
電
機
工
業

4
40

2.
68

32
1.

1
79

.7
6

46
6.

5
32

1.
1

68
.8

大
豊
工
業
（

19
44

）
4

38
2

22
4

58
.6

8
36

4.
2

22
4

61
.5

桐
生
機
械

2
61

9.
1

51
0.

9
82

.5
4

57
2

51
0.

9
89

.3

東
京
焼
結
金
属
＊

2
28

28
10

0
1

53
8

28
5.

2
橋

本
フ

ォ
－

ミ
ン

グ
工

業
5

30
5

24
3

79
.7

5
39

5.
4

24
3

61
.5

津
田
工
業
（

19
37

）
3

23
4.

0
21

4
91

.5
3

52
8.

0
21

4
40

.5
日
本
プ
ラ
ス
ト

5
38

9.
2

31
9.

4
82

.1
2

57
9

31
9.

4
55

.2

ト
リ
ニ
テ
ィ
工
業

2
26

.5
26

.5
10

0
1

52
8

26
.5

5.
0

ア
ル
フ
ァ

4
57

6.
9

43
2

74
.9

4
46

6.
8

43
2

92
.5

豊
生
ブ
レ
ー
キ
工
業

2
54

9
48

8.
8

89
.0

2
10

56
48

8.
8

46
.3

エ
ヌ
デ
ー
シ
ー

1
12

0.
5

10
2

84
.6

4
14

3
10

2
71

.3

光
洋
機
械
工
業

2
18

8.
8

10
5.

6
55

.9
6

52
8

10
5.

6
20

.0
フ
ジ
ユ
ニ
バ
ン
ス

2
20

.5
20

.5
10

0
2

40
22

.6
56

.5

京
三
電
機
（

19
49

）
2

14
0.

3
45

32
.1

6
40

9.
4

45
11

.0
ナ
イ
ル
ス
部
品

7
65

3.
6

55
4

84
.8

4
61

2.
4

55
4

90
.5



24 立命館経営学（第 49 巻　第 5 号）
付
表

2
-
2
．

「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」

（
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
）

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開
始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

ジ
ェ
コ
ー
＊

2
36

2
23

2
64

.1
7

51
7

23
2

44
.9

キ
ー
パ
ー

2
11

46
.2

5
48

8.
6

42
.6

7
69

2.
8

48
8.

6
70

.5

キ
ャ
タ
ラ
ー
工
業

2
14

5.
6

10
8.

4
74

.5
3

40
9.

4
10

8.
4

25
.5

日
本
気
化
器
製
作
所

1
24

.5
5

20
.4

5
5

5
10

0

豊
田
化
工

2
90

.5
6

85
93

.9
3

52
8

85
16

.1
川
口
内
燃
機
鋳
造

1
5.

7
4.

5
78

.9
2

14
3

4.
5

3.
1

日
本
ワ
イ
パ
ー
ブ
レ
ー
ド

1
56

7.
8

13
4.

5
23

.7
11

26
4

13
4.

5
51

藤
沢
製
作
所

1
11

11
10

0
1

14
3

11
7.

7

⑵
「
系
列
企
業
」
－
中
小
企
業
－

⑵
「
系
列
企
業
」
－
中
小
企
業
－

堀
江
金
属
工
業
（

19
48

）
2

21
0

21
0

10
0

1
53

8
21

0
39

.0
上
野
工
業

1
41

.8
41

.8
10

0
1

14
3

41
.8

29

石
川
工
業

1
18

18
10

0
1

26
4

18
6.

8
新
和
工
業

1
14

14
10

0
1

14
3

14
9.

8

関
東
シ
ー
ト
製
作
所

3
31

.6
29

89
.0

2
46

0
29

6.
2

錦
陵
工
業

3
78

78
10

0
1

28
6

78
27

.3

ア
イ
シ
ン

A
W

精
密

2
40

.4
40

.4
10

0
1

42
7.

8
40

.4
9.

4
リ
ズ
ム

3
33

3.
5

31
1

93
.3

4
37

3
31

1
83

.4

岐
阜
車
体
工
業
（

19
49

）
1

80
.3

80
.3

10
0

1
26

4
80

.3
30

.4
三
国
製
作
所

3
21

5.
3

25
.2

4
24

0.
5

5.
3

2.
2

ト
ヨ
タ
車
体
精
工

2
1.

6
1.

6
10

0
1

52
8

1.
6

0.
3

⑴
「
系
列
外
企
業
」
－
巨
大
企
業
－

ト
ヨ
タ
ア
ス
ト
ラ

モ
ー
タ

1
3

3
10

0
1

26
4

3
1.

1
ソ
ニ
ー

1
0.

9
0.

9
10

0
1

12
6.

9
0.

9
0.

7

⑴
「
系
列
外
企
業
」
－
巨
大
企
業
－

日
立
製
作
所

8
71

6.
7

47
5.

3
66

.3
5

97
7.

7
47

5.
3

48
.6

新
日
本
製
鐵

1
25

25
10

0
1

20
4.

7
25

12
.2

三
菱
重
工
業

1
15

5
21

13
.5

5
14

3
21

14
.7

住
友
金
属
工
業

1
14

4
36

25
.0

8
17

2
36

21
.0

松
下
電
器
産
業

1
14

8.
2

7.
7

5.
2

7
12

6.
9

7.
7

6.
1

松
下
電
器
産
業
（

19
52

）
4

12
60

.4
11

98
.2

95
.1

7
68

18
.7

11
98

.2
17

.6
三
菱
電
機

3
67

8.
8

12
0.

6
17

.8
6

39
1.

3
12

0.
6

30
.8

旭
硝
子
（

19
37

）
1

49
1.

6
16

9
34

.4
9

26
4

16
9

64
.0

三
洋
電
機

1
10

.7
8.

1
75

.7
4

12
6.

9
8.

1
6.

4

ブ
リ

ジ
ス

ト
ン

タ
イ

ヤ
（

19
38

）
3

10
62

.6
3

19
0.

5
17

.9
11

12
46

19
0.

5
15

.3
富
士
重
工
業

1
8.

5
3.

0
35

.3
2

3
3

10
0

住
友
電
気
工
業
（

19
51

）
7

88
6.

33
39

8.
3

44
.9

10
23

89
39

8.
5

16
.7

京
セ
ラ

1
2.

4
2.

3
95

.8
2

16
.4

2.
3

14

日
本
精
工
（

19
37

）
4

24
9.

95
63

.8
25

.5
11

38
4.

3
63

.8
16

.6
旭
硝
子
※

1
49

1.
6

53
10

.8
9

14
3

53
37

オ
ム
ロ
ン

1
69

.9
5

2.
3

32
.9

6
19

4.
9

2.
3

1.
2

大
日
本
イ
ン
キ

1
3

3
10

0
1

26
.9

3
11

古
河
電
気
工
業

1
10

7
16

15
.0

7
26

4
16

6
ブ
リ
ジ
ス
ト
ン
タ
イ
ヤ

3
10

62
.6

3
32

6.
2

30
.7

11
71

8
32

6.
2

45
.4

パ
イ
オ
ニ
ア

1
50

.5
22

43
.6

4
20

9
22

10
.5

住
友
電
気
工
業
※

4
80

5.
33

59
.5

7.
4

10
10

22
.8

59
.5

5.
8

日
本
軽
金
属

1
51

.8
10

19
.3

6
30

2
10

3.
3

日
本
精
工
※

7
91

8.
95

28
4

30
.9

11
59

0.
5

28
4

48
.1

日
本
ガ
イ
シ
コ
ー
ニ
ン
グ

1
56

5
11

4.
9

20
.3

8
20

4.
7

11
4.

9
56

.1
オ
ム
ロ
ン

2
18

5.
05

4.
8

2.
6

6
26

4
4.

8
1.

8

日
本
板
硝
子
（

19
60

）
1

24
0.

8
95

39
.5

7
26

4
95

36
日
本
ガ
イ
シ
コ
ー
ニ
ン
グ

1
56

5
12

6.
3

22
.4

9
12

6.
6

12
6.

3
99

.8

N
T

N
2

67
2.

3
68

10
.1

9
58

2.
7

68
11

.7
日
本
軽
金
属

1
51

.8
2

3.
9

6
17

9.
2

2
1.

1

日
本
特
殊
陶
業
（

19
43

）
1

43
3.

2
10

2.
4

23
.6

9
20

4.
7

10
2.

4
50

.0
日
本
板
硝
子
※

1
24

0.
8

50
20

.8
7

14
3

50
35

横
浜
ゴ
ム
工
業
（

19
38

）
1

16
5.

8
39

.6
23

.9
11

26
4

39
.6

15
.0

N
T

N
※

1
63

3.
1

50
.5

8.
0

9
27

4.
9

50
.5

18

日
清
紡

3
11

16
.5

7
48

3.
8

43
.3

11
11

56
.2

48
3.

8
41

.8
大
同
特
殊
鋼

1
16

14
87

.5
2

12
0

14
11

.7

ス
タ
ン
レ
ー
電
気
（

19
47

）
3

62
9.

8
11

9.
5

19
.0

8
76

6
11

9.
5

15
.6

ア
イ
シ
ン
精
機

1
22

2.
2

－
－

14
3

－
－

三
井
金
属
（

19
58

）
3

28
1.

35
66

23
.5

7
71

5.
4

66
9.

2
日
本
特
殊
陶
業
※

3
59

0.
3

15
5.

4
26

.3
10

26
7.

3
15

5.
4

58
.1

日
立
電
線

1
19

1.
4

21
.1

11
.0

6
26

4
21

.1
8

横
浜
ゴ
ム
工
業

1
16

5.
8

23
.6

14
.2

11
14

3
23

.6
16

東
洋
ゴ
ム
工
業
（

19
47

）
5

96
3.

6
91

6.
3

95
.1

8
22

87
.9

91
6.

3
40

.0
日
清
紡
※

3
11

16
.5

7
60

.4
5.

4
11

62
0

60
.4

9.
7

松
下
電
子
部
品

1
98

.7
74

75
.0

3
26

4
74

28
ス
タ
ン
レ
ー
電
気

1
29

8.
7

5.
6

1.
9

8
14

2.
2

5.
6

4



25サプライヤー・システムと「系列取引構造の分析」（中）（松井）
付
表

2
-
3
．

「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」

（
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
）

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開
始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

ヤ
マ
ハ
発
動
機
（

19
66

）
4

10
.0

10
.0

10
0

1
10

56
10

.0
0.

9
日
立
金
属

6
22

9.
5

19
9

86
.7

7
10

52
.4

19
9

18
.6

ゼ
ク
セ
ル

1
3.

33
2.

5
75

.1
3

34
.2

2 .
5

7
日
立
電
線

2
29

1.
7

18
5.

6
63

.6
6

28
3.

5
18

5.
6

65
.5

住
友
ゴ
ム
工
業

1
94

.2
46

.2
49

.0
11

26
4

46
.2

17
.5

光
洋
精
工

2
23

7.
45

11
.1

4.
7

10
14

7.
0

11
.1

7.
6

ト
ピ
ー
工
業
（

19
37

）
2

11
48

.2
26

0.
8

22
.7

9
11

25
.2

26
0.

8
23

.2
東
洋
ゴ
ム
工
業

1
92

.2
25

.6
27

.8
8

14
3

25
.6

18

椿
本
チ
ェ
ー
ン
（

19
42

）
2

24
1.

0
87

.3
36

.2
6

26
2

87
.3

33
.3

ゼ
ク
セ
ル

2
13

2.
4

27
.4

20
.7

7
22

5
27

.4
12

.2

日
本
発
条
（

19
39

）
4

18
64

.8
55

9
30

.0
10

10
89

55
9

51
.3

住
友
ゴ
ム
工
業

1
94

.2
15

.8
16

.8
11

14
3

15
.8

11

N
O

K
（

19
42

）
2

15
63

.7
5

20
4.

5
13

.1
11

12
33

.4
20

4.
5

16
.6

ト
ピ
ー
工
業
※

2
11

48
.2

18
8

16
.4

9
58

6.
6

18
8

32
.0

日
本
電
池

1
23

2.
6

74
31

.8
9

26
4

74
28

.0
三
菱
電
線
工
業

1
38

11
.4

30
.0

2
14

3
11

.4
8

小
糸
製
作
所
（

19
37

）
3

10
41

.2
5

54
7.

6
52

.6
11

76
6

54
7.

6
71

.5
椿
本
チ
ェ
ー
ン

4
33

7.
2

11
9.

1
35

.3
7

28
6.

5
11

9.
1

41
.6

ユ
ア

サ
コ

－
ポ

レ
－

シ
ョ

ン
（

19
59

）
1

14
5.

8
47

.5
32

.6
9

26
4

47
.5

18
日
本
発
条

5
21

30
63

0.
5

29
.6

10
81

1
63

0.
2

77
.7

⑵
「
系
列
外
企
業
」
－
大
企
業
－

N
O

K
※

3
15

86
.7

5
20

6.
2

13
.0

11
83

5.
8

20
6.

2
24

.7

バ
ン
ド
ー
化
学

2
43

7.
2

11
4

26
.1

11
46

1
11

4
24

.7
日
本
電
池
※

1
23

2.
6

38
.6

16
.6

9
14

3
38

.6
27

松
下
電
池
工
業

1
22

5.
9

78
.4

34
.7

8
26

4
78

.4
29

.7
日
立
化
成
工
業

5
31

8.
6

22
0.

4
69

.2
7

72
9.

3
22

0.
4

30
.2

リ
ズ
ム
時
計
工
業

1
11

5
27

23
.5

5
25

3
27

10
.6

小
糸
製
作
所

3
10

41
.2

5
87

.9
8.

4
11

42
8.

2
87

.9
20

.5

市
光
工
業
（

19
52

）
5

11
66

.5
25

5.
4

21
.9

10
12

47
25

5.
4

20
.5

古
河
電
池

1
10

2.
4

8.
6

8.
4

8
14

3
8.

66

自
動
車
機
器
＊

3
50

7.
7

11
1.

2
21

.9
10

11
1.

2
ユ

ア
サ

コ
－

ポ
レ

－
シ

ョ
ン

1
14

5.
8

11
.4

7.
8

10
14

3
11

.4
8

ト
キ
コ
（

19
50

）
1

19
3.

2
73

.9
38

.4
10

26
4

73
.9

28
⑵
「
系
列
外
企
業
」
－
大
企
業
－

三
ツ
星
ベ
ル
ト
（

19
58

）
5

56
7

26
1.

5
46

.2
11

12
53

26
1.

5
20

.9
ア
ル
パ
イ
ン

1
20

.8
20

.8
10

0
1

37
.8

20
.8

55

ニ
チ
ア
ス

1
40

40
10

0
1

26
4

40
15

.2
バ
ン
ド
ー
化
学

1
43

7.
2

11
5

26
.3

11
15

9
11

5
72

.3

栃
木
富
士
産
業

2
11

0.
7

8.
4

7.
6

9
50

.4
8.

4
16

.7
中
央
発
条

5
13

38
.6

32
.5

2.
4

7
73

1.
2

32
.5

4.
4

シ
ロ
キ
工
業
（

19
51

）
7

10
24

. 7
61

8.
5

60
.4

7
17

75
.9

61
8.

5
34

.8
松
下
電
池
工
業

1
22

5.
9

38
.6

17
.1

9
14

3
38

.6
27

ニ
フ
コ

2
97

67
69

.1
2

42
6.

5
67

15
.7

ミ
ツ
バ

3
34

9.
95

35
.4

10
.1

1
28

6
35

.4
12

.4

東
洋
ラ
ジ
ェ
タ
－
（

19
37

）
1

17
3.

4
67

.3
38

.8
6

26
4

67
.3

25
.5

リ
ズ
ム
時
計
工
業

1
11

5
55

47
.8

5
61

55
90

.2

三
菱
製
鋼
（

19
37

）
2

57
7

49
8.

5
7

99
8

49
4.

9
ナ
ブ
コ

5
38

2
16

8
44

.0
6

40
6.

6
16

8
41

.3

東
海
ゴ
ム
工
業
＊

2
82

5.
5

44
1.

9
53

.5
11

98
2

44
1.

9
45

.0
自
動
車
機
器

2
52

1.
2

12
8.

6
24

.7
10

28
3.

5
12

8.
6

45
.4

タ
カ
タ

3
47

9.
9

11
3.

8
23

.7
11

45
1

11
3.

8
25

.2
ト
キ
コ

7
75

9.
4

48
3.

2
63

.6
10

10
31

48
3.

2
46

.9

エ
ク
セ
デ
ィ

1
14

8.
48

0.
7

0.
5

11
10

0.
2

0.
7

0.
7

三
つ
星
ベ
ル
ト

4
56

0.
5

57
10

.2
11

44
5

57
12

.8

リ
ケ
ン
（

19
38

）
1

36
8

68
.6

18
.6

10
26

4
68

.6
26

日
本
エ
ー
ビ
ー
エ
ス

2
54

2.
4

52
5.

8
96

.9
11

53
5.

8
52

5.
8

98
.1

ナ
カ
ミ
チ

1
1

1
10

0
1

20
9

1
0.

5
シ
ロ
キ
工
業

4
90

0.
1

15
.0

1.
7

7
55

0
15

2.
7

東
プ
レ

2
89

.7
6.

7
7.

5
4

36
4.

2
6.

7
1.

8
ニ
フ
コ

2
97

30
30

.9
2

23
0.

5
30

13
.0

日
本
ケ
ー
ブ
ル
シ
ス
テ
ム

3
36

7.
9

49
.9

13
.6

8
55

7.
3

49
.9

9.
0

三
菱
製
鋼

3
56

0.
2

12
3.

2
22

.0
4

64
1

12
3.

2
19

.2

富
士
通
テ
ン

1
11

0.
5

10
0

90
.5

3
20

9
10

0
47

.8
東
海
ゴ
ム
工
業

2
82

5.
5

14
5

17
.6

11
57

5
14

5.
0

25
.2

タ
チ
エ
ス

2
99

.1
29

.1
29

.4
6

26
4

29
.1

11
.0

タ
カ
タ

4
49

3
11

0.
6

22
.4

11
31

9.
7

11
0.

6
34

.6

旭
テ
ッ
ク

1
84

.4
4

4.
7

5
2 6

4
4

1.
5

リ
ケ
ン

2
45

0.
5

12
0

26
.6

10
28

6
12

0
42

.0

太
平
洋
工
業
（

19
46

）
2

67
67

10
0

1
52

6
67

12
.7

プ
レ
ス
工
業

1
2.

44
2.

3
94

.3
2

14
3

2.
3

1.
5



26 立命館経営学（第 49 巻　第 5 号）
付
表

2
-
4
．
「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」

（
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
）

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開
始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

オ
ー
ツ
タ
イ
ヤ
（

19
54

）
1

40
.5

2
8

19
.7

9
26

4
8

3
東
プ
レ

4
15

4
89

.6
58

.2
4

47
7

89
.6

18
.8

日
鍛
バ
ル
ブ
＊

1
13

6.
5

40
29

.3
5

26
4

40
15

日
本
ケ
ー
ブ
ル
シ
ス
テ
ム

1
26

8.
9

51
.8

19
.3

8
63

.2
51

.8
82

帝
国

ピ
ス

ト
ン

リ
ン

グ
（

19
47

）
3

36
4.

9
28

3.
7

43
.6

11
54

7
28

3.
7

51
.9

日
本
特
殊
塗
料

1
10

10
10

0
1

13
4

10
7.

5

テ
ク
ノ
エ
イ
ト
（

19
37

）
1

6
6

10
0

1
26

4
6

2.
3

ア
イ
テ
ッ
ク

1
15

15
10

0
1

13
7

15
11

矢
崎
総
業
（

19
39

）
2

65
0.

0
28

3.
7

43
.6

10
52

8
28

3.
7

53
.7

オ
ー
ツ
タ
イ
ヤ

1
40

.5
2

2.
2

5.
4

9
14

3
2.

2
2

村
上
開
明
堂
（

19
61

）
3

79
1.

6
40

2.
9

50
.9

6
71

9
40

2.
9

56
.0

富
士
機
工

9
95

7.
85

56
8.

3
59

.3
8

10
93

56
8.

3
52

.0

西
川
ゴ
ム
工
業
（

19
56

）
3

43
3.

5
11

5.
1

26
.6

10
69

0.
5

11
5.

1
16

.7
N

E
ケ
ム
キ
ャ
ッ
ト

1
11

0.
9

44
39

.7
6

12
6.

6
44

35

フ
ジ
オ
ー
ゼ
ッ
ク
ス

1
26

2.
6

26
9.

9
9

26
4

26
10

帝
国
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ

1
81

13
16

.0
8

5 8
13

22
.4

大
同
メ
タ
ル
工
業
（

19
47

）
1

36
3.

1
53

14
.6

11
26

4
53

20
矢
崎
総
業

2
65

0.
0

79
.5

12
.2

11
28

6
79

.5
27

.8

新
神
戸
電
機
（

19
46

）
1

13
0.

9
43

32
.8

8
26

4
43

16
.3

村
上
開
明
堂

3
79

1.
6

97
12

.3
6

40
9.

4
97

23
.7

サ
ン
コ
ー
ル
（

19
46

）
3

20
8.

5
11

7
56

.1
4

69
1.

8
11

7
16

.9
西
川
ゴ
ム
工
業

1
36

1.
5

35
.7

9.
9

9
14

3
35

.7
25

大
同
工
業

1
32

.1
16

.7
52

.0
2

65
16

.7
26

ブ
ジ
オ
ー
ゼ
ッ
ク
ス

3
43

9.
9

26
4

60
.0

9
99

0
26

4
26

.7

盟
和
産
業

1
29

.5
20

67
.8

5
26

4
20

7.
6

大
同
メ
タ
ル
工
業

1
36

3.
1

41
11

.3
11

14
3

41
29

東
京
濾
器
＊

1
21

1.
8

1.
3

0.
6

7
26

4
1.

3
0.

5
イ
ズ
ミ
工
業

1
73

.5
5.

7
7.

8
6

14
3

5.
74

4.
0

高
島
屋
日
発
工
業
＊

4
21

9
21

6
98

.6
2

66
7.

4
21

6
32

.4
新
神
戸
電
機

1
13

0.
9

45
.8

35
.0

8
14

3
45

.8
32

古
河
電
池
（

19
56

）
1

10
2.

4
15

.8
15

.4
8

26
4

15
.8

6.
0

ザ
ナ
ビ
ィ
・
イ
ン
，
フ
ォ
マ
テ
ッ
ク

2
35

49
.2

35
49

.2
10

0
1

36
26

.9
35

49
.2

97
.9

日
信
工
業

1
81

.1
2.

6
3.

2
2

26
4

2.
6

1
ア
ー
ト
金
属
工
業

1
27

3.
9

6.
9

2.
5

7
14

3
6.

9
4.

8

グ
ッ
ド
イ
ヤ
ー

1
4

1
25

.0
2

26
4

1
0.

5
盟
和
産
業

1
41

.3
2

4.
3

10
.4

5
28

6
4.

3
1.

5

フ
コ
ク

1
80

.4
0.

4
0.

5
2

96
9.

4
0.

4
－

大
同
工
業

1
32

.1
15

.4
48

.0
2

12
7

15
.4

12

コ
ベ
ル
ク

1
26

26
10

0
1

90
26

29
パ
レ
オ

1
39

.5
2.

8
7.

1
5

48
2.

8
6

尾
張
精
機
（

19
67

）
2

20
5.

45
55

.1
26

.8
6

20
0.

4
55

.1
27

.5
三
条
機
械
製
作
所

1
9.

5
7

73
.7

2
72

7
9.

7

T
R

W
1

3.
3

1
30

.3
2

72
.5

1
1.

4
今
仙
電
機
製
作
所

1
14

0.
5

2.
5

1.
8

4
14

3
2.

5
1.

8

ユ
ー
モ
ー
ル
ド

1
61

39
.4

64
.6

5
30

2
39

.4
13

ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
機

1
24

3.
2

31
.6

13
.0

6
12

6.
6

31
.6

25

東
洋
ク
オ
リ
テ
ィ
ワ
ン

1
0.

1
0.

1
10

0
1

15
3.

7
0.

1
0.

1
ア
ー
レ
ス
テ
ィ

1
31

8.
26

13
2.

9
41

.7
6

7
28

6
13

2.
9

46
.5

日
本
ガ
ス
ケ
ッ
ト
＊

1
13

5.
7

12
3

90
.6

3
26

4
12

3
46

.6
京
三
電
機

1
70

.5
13

18
.4

5
12

6.
6

13
10

.3

イ
ノ
ア
ッ
ク
（

19
57

）
9

56
2

37
8

67
.3

8
18

44
37

8
20

.5
日

本
パ

ワ
ー

ス
テ

ア
リ

ン
グ

1
35

2.
4

6.
9

6
14

0.
5

2.
4

1.
7

ク
－
パ
－
オ
－
ト
モ
テ
ィ
ブ

1
46

2
4.

3
8

20
4.

7
2

1
ユ
ー
モ
ー
ル
ド

1
61

5.
2

8.
5

5
17

9.
2

5.
2

2.
9

三
五
（

19
37

）
6

59
4.

4
51

1.
2

86
.0

2
14

20
.2

51
1.

2
36

.0
永
田
部
品
製
造

2
87

12
13

.8
2

14
3

12
8.

4

横
浜
ハ
イ
テ
ッ
ク
ス

1
22

2.
75

13
6.

5
61

.3
9

24
3.

7
13

6.
5

56
日
本
カ
タ
ン

1
22

.1
2

9.
0

2
48

2
4

マ
ル
ヤ
ス
工
業
（

19
47

）
2

48
4

39
6

81
.8

4
52

8
39

6
75

.0
東
洋
ク
オ
リ
テ
ィ
ワ
ン

1
91

.8
11

12
.0

5
14

3
11

8

中
部
ソ
フ
ラ
ン

1
11

11
10

0
1

26
4

11
4

イ
ノ
ア
ッ
ク

5
34

4.
8

18
.3

5.
3

7
51

3.
9

18
.3

3.
6

臼
井
国
際
産
業
＊

3
69

5.
2

52
.3

7.
5

11
73

2.
7

52
.3

7.
1

第
一
鍛
造

1
45

.3
34

75
.1

2
57

.5
34

59
.1

日
本
サ
ー
モ
ス
タ
ッ
ト

1
34

8.
4

18
.5

5.
3

8
26

4
18

.5
7

ク
－

パ
－

オ
－

ト
モ

テ
ィ

ブ
1

46
－

－
8

12
6.

6
－

－

日
本
気
化
器
製
作
所

1
24

.5
1.

2
4.

9
5

16
1.

2
7.

5
ニ
チ
リ
ン

2
12

3.
7

93
75

.2
5

28
3.

5
93

.0
32

.8

ワ
シ
マ
イ
ヤ
ー

1
9.

6
2

20
.8

5
17

9.
2

2
1.

1



27サプライヤー・システムと「系列取引構造の分析」（中）（松井）
付
表

2
-
5
．

「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」

（
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
）

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開
始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

⑴
「
系
列
外
企
業
」
－
中
小
企
業
－

臼
井
国
際
産
業

4
70

1.
5

14
6

20
.8

11
42

9
14

6
34

.0

荒
井
製
作
所

1
98

.4
66

67
.1

4
26

4
66

25
横
浜
ハ
イ
テ
ッ
ク
ス

1
22

2.
75

4.
4

2.
0

9
14

0.
5

4.
4

3.
1

日
本
粉
末
冶
金

1
18

7.
7

16
4

87
.4

4
26

4
16

4
29

.0
日
本
サ
ー
モ
ス
タ
ッ
ト

1
34

8.
4

71
.5

20
.5

8
14

3
71

.5
50

ユ
ニ
ッ
タ
（

19
37

）
1

42
4.

9
79

18
.6

9
19

7
79

40
日
本
ワ
イ
パ
ー
ブ
レ
ー
ド

1
56

7.
8

58
.6

10
.3

11
14

3
58

.6
41

ソ
ミ
ッ
ク
石
川
（

19
37

）
2

60
5.

1
39

8.
6

65
.9

8
52

8
39

8.
6

75
.5

⑵
「
系
列
外
企
業
」
－
中
小
企
業
－

小
島
プ
レ
ス
工
業
（

19
37

）
5

33
6.

3
27

3.
3

81
.3

2
10

56
27

3.
3

25
.9

日
立
粉
末
冶
金

4
60

4.
6

10
4.

5
17

.3
6

57
2

10
4.

5
18

.3

ビ
ス
コ
ド
ラ
イ
ブ

1
75

.1
7.

4
9.

9
9

16
.2

7.
4

46
.0

ユ
ニ
フ
レ
ッ
ク
ス

1
0.

5
0.

5
10

0
1

63
.2

0.
5

0.
8

東
海
化
成
工
業

2
13

6
13

6
10

0
2

52
8

13
6

25
.8

東
京
精
鍛
工
所

1
22

.7
17

74
.9

2
57

.5
17

29
.6

ジ
ョ
ン
ソ
ン
マ
ッ
セ
ー

1
79

.9
10

.2
12

.8
6

20
4.

7
10

.2
5

ユ
ニ
ッ
タ

1
42

4.
9

8
1.

9
9

16
8

50

林
テ
レ
ン
プ
（

19
38

）
2

43
7

17
6.

4
40

.4
8

47
1.

4
17

6.
4

37
.4

古
河
鋳
造

1
23

1
4.

3
3

14
3

1
0.

7

マ
ル
イ
工
業
（

19
47

）
1

24
0.

8
6

2.
5

11
26

4
6

2.
3

東
京
軽
合
金
製
作
所

1
48

.7
13

26
.7

3
14

3
13

9

万
能
工
業

1
84

.2
6

70
.2

83
.3

3
10

0.
2

70
.2

70
ビ
ス
コ
ド
ラ
イ
ブ

1
75

.1
24

.9
33

.1
9

24
.9

24
.9

10
0

関
東
化
成
工
業

2
19

3.
5

18
7.

9
97

.1
2

51
3

18
7.

9
36

.6
石
野
ガ
ス
ケ
ッ
ト

1
73

.5
58

78
.9

3
14

3
58

40
.6

キ
ョ
ー
ラ
ク

1
2

1
50

.0
2

43
.1

1
－

寿
屋
フ
ロ
ン
テ

1
10

0
10

0
10

0
1

14
3

10
0

70

石
川
ガ
ス
ケ
ッ
ト

1
11

5.
15

26
22

.6
8

26
4

26
9.

8
マ
ル
イ
工
業

1
24

0.
8

14
3

59
.4

11
14

3
14

3
10

0

日
本
ラ
イ
ン
ツ

1
16

9.
2

5
3.

0
5
⑤

26
4

5
1 .

9
阪
神
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク

1
11

7.
3

95
84

.0
4

12
6.

6
95

75

富
士
シ
ー
ト

2
53

.3
14

26
.3

2
26

4
14

5.
3

ギ
ャ
レ
ッ
ト
・
タ
ー
ボ

1
10

.6
7.

5
70

.8
4

13
.6

7.
5

55

モ
モ

1
1.

7
僅
少

－
7

26
4

僅
少

－
松
井
製
作
所

1
13

.5
5.

7
42

.2
4

57
.5

5.
7

9.
9

ク
ゼ
ー
＊

1
11

8.
8

11
8.

8
10

0
1

26
4

11
8.

8
45

日
本
ラ
イ
ン
ツ

1
16

9.
2

70
41

.4
5

14
3

70
48

.9

ナ
ジ
コ
ス
パ
イ
ザ
ー

2
9.

4
4

42
.6

6
27

8.
2

4
1.

4
辰
栄
工
業

1
59

.7
3

5.
0

4
14

3
3

2

豊
和
繊
維
工
業
（

19
55

）
3

12
8.

2
95

.4
74

.4
4

62
5.

1
95

.4
15

.3
東
洋
濾
機
製
造

1
73

.7
7

9.
5

3
14

3
7

5

東
郷
製
作
所
（

19
45

）
2

12
7

10
6

83
.5

4
52

8
10

6
20

.1
内
山
工
業

1
15

.4
5

15
97

.1
2

14
3

15
10

.5

オ
テ
ィ
ッ
ク
ス
（

19
43

）
3

37
3.

2
34

9.
2

93
.6

2
55

3
34

9.
2

63
.1

泉
自
動
車

2
18

0.
5

35
.2

19
.5

7
26

6.
1

35
.2

13
.2

矢
崎
化
工
（

19
57

）
1

55
.4

55
.4

10
0

1
26

4
55

.4
21

協
和
合
成

2
11

9.
7

94
78

.5
4

96
94

97
.9

東
海
興
業

3
27

4.
1

10
0.

8
36

.8
7

61
5

10
0.

8
16

.4
ナ
ジ
コ
ス
パ
イ
ザ
ー

2
9.

4
1.

6
17

.0
6

11
5

1.
6

1.
4

三
共
ラ
ジ
エ
タ
ー

1
7.

5
0.

5
6.

7
2

26
4

0.
5

0.
2

大
塚
工
機

1
33

1.
27

12
4.

5
3 7

.6
7

14
3

12
4.

5
87

.1

タ
ケ
ヒ
ロ
（

19
37

）
2

16
8.

2
16

8.
2

10
0

1
17

9.
7

16
8.

2
93

.6
城
南
製
作
所

3
40

8.
6

14
6.

2
35

.8
5

29
7.

8
14

6.
2

49
.1

共
和
産
業
（

19
46

）
1

60
7

26
4

43
.5

7
26

4
26

4
10

0
豊
和
繊
維
工
業

2
11

6.
4

22
.7

19
.5

4
27

7
22

.7
8.

2

大
橋
鉄
工
（

19
37

）
1

43
.5

43
.5

10
0

1
26

4
43

.5
16

.5
宮
本
警
報
機

2
19

8.
92

19
7.

3
99

.2
2

28
6

19
7.

3
69

.0

富
士
精
工

1
38

3.
4

12
6.

7
33

.1
8

26
4

12
6.

7
48

.0
エ
ン
ケ
イ

1
5

1
20

.0
2

14
3

1
0.

7

内
浜
化
成

1
20

20
10

0
1

43
.1

20
46

京
和
工
業

1
12

12
10

0
1

14
3

12
8

豊
和
化
成

1
93

.8
89

.8
95

.7
2

26
4

89
.8

11
光
精
工

1
24

.7
12

48
.6

2
87

12
14

日
本
技
研
工
業

1
1.

24
1

80
.6

4
5

1
20

宝
和
工
業

2
10

9
90

.0
2

17
3

9
5.

2

サ
カ
エ
理
研
工
業

1
97

僅
少

－
2

26
4

僅
少

－
末
吉
工
業

1
5.

9
1.

5
25

.4
2

14
3

1.
5

1

ジ
ェ
ン
テ
ッ
ク
ス

1
2.

5
2.

1
84

.0
2

26
4

2.
1

0.
8

富
士
精
工

1
38

3.
3

71
.5

18
.7

8
14

3
71

.5
50
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付
表

2
-
6
．
「
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
へ
の
納
入
依
存
度
」
，
お
よ
び

「
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
取
引
依
存
度
」

（
ト
ヨ
タ
自
動
車

・
日
産
自
動
車
）

備
考
．
ア
イ
ア
ー
ル
シ
ー
編
『
特
別
調
査
資
料
．
自
動
車
部
品

20
0
品
目
の
生
産
流
通
調
査
（

19
96

年
版
）
』
よ
り
作
成
。

ト
　
ヨ
　
タ
　
自
　
動
　
車

日
　
産
　
自
　
動
　
車

　
企
　
業
　
名

　
（
括
弧
内
は
取
引
開

始
年
月
）

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

　
企
　
業
　
名

取
引

部
品

数

①
生
産
量

（
単
位
：
千
台

分
）

②
生
産
量
の

う
ち
ト
ヨ
タ

へ
の
納
入
量

（
単
位
：
千

台
分
）

③
当
該
部

品
の
ト
ヨ

タ
へ
の
納

入
依
存
度

％

④
納
入

先
自
動

車
メ
ー

カ
ー
数

⑤
当
該
部
品

の
ト
ヨ
タ
の

調
達
量
（
単

位
；
千
台
分
）

⑥
当
該
部
品

メ
ー
カ
ー
へ

の
発
注
量

（
単

位
；

千
台
分
）

⑦
調
達
量
の

う
ち
当
該
部

品
メ
ー
カ
ー

へ
の
依
存
度

％

丸
子
警
報
機
（

19
54

）
3

24
8.

95
19

4.
8

78
.2

5
79

2
19

4.
8

24
.6

川
崎
自
動
車
工
業

1
62

.4
5.

7
9.

1
5

14
3

5.
7

4

G
M

デ
ル
フ
ィ

2
26

.5
8.

8
33

.2
5

52
8

8 .
8

1.
7

住
江
工
業

2
10

.2
10

.2
10

0
1

14
3

10
.2

7.
1

ロ
ッ
ク
ウ
エ
ル

1
1.

85
1.

25
67

.6
2

41
.7

5
1.

25
3

小
川
鉄
工

1
19

17
89

.5
2

14
3

17
12

モ
ン
ロ
ー

1
12

.4
12

.4
10

0
2

26
4

12
.4

4.
7

杉
谷
金
属
工
業

1
21

4
19

.0
2

14
3

4
2.

8

ビ
ル
シ
ュ
タ
イ
ン

1
0.

8
0.

8
10

0
3

26
4

0.
8

0.
3

東
亜
ゴ
ム
化
成

1
4.

2
4

95
.2

2
14

3
4

3

ク
ロ
ム
ウ
エ
ル

1
62

62
10

0
1

96
9.

4
62

6.
4

ア
ラ
イ
ド
・
・
シ
グ
ナ
ル

1
8.

9
8.

9
10

0
1

12
6.

6
8.

9
7

C
C

P
1

65
.5

65
.5

10
0

1
20

4.
7

65
.5

32
正
田
軽
銀
鋳
造
所

1
3

3
10

0
1

14
3

3
2

A
S

E
C

1
78

.6
26

.6
33

.8
6

20
4.

7
26

.6
13

ロ
ッ
ク
ウ
エ
ル

1
1.

85
0.

6
32

.4
2

33
.8

0.
6

1.
8

ゲ
ト
ラ
ー
グ

3
0.

93
0.

48
51

.6
2

30
0.

6
0.

48
0.

16
エ
ン
ゲ
ル
ハ
ル
ド

1
55

.7
12

.7
22

.8
3

12
6.

6
12

. 7
10

デ
ィ
コ

1
10

4
40

.0
2

26
4

4
1.

5
ロ
バ
ー
ト
・
ボ
ッ
シ
ュ

1
11

11
10

0
1

14
3

11
7.

7

デ
ル

コ
・

エ
レ

ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

1
2.

6
2.

6
10

0
1

26
4

2.
6

1
テ
レ
フ
レ
ッ
ク
ス

1
3

3
10

0
1

63
.2

3.
0

4.
7

G
K

N
1

31
31

10
0

1
48

4.
7

31
6.

4
相
栄
産
業

2
23

.9
9

20
.3

84
.6

2
28

6
20

.3
7.

1

ボ
ル

グ
・

イ
ン

ス
ツ
ル
メ
ン
ト

1
2.

5
2.

5
10

0
1

25
3

2.
5

1
プ
リ
ン
ス

1
35

35
10

0
1

14
3

35
24

.5

ハ
－

バ
－

ド
・

イ
ン

ダ
ス
ト
リ
－

1
6

6
10

0
1

26
4

6
2.

3
ブ
レ
ン
ボ

3
12

.1
12

.1
10

0
1

11
05

.2
12

.1
1.

1

ワ
シ
マ
イ
ヤ
ー

1
9.

6
僅
少

－
5

30
2

僅
少

－
冨
士
オ
ー
ト
リ
ブ

1
14

.2
14

.2
10

0
1

14
3

14
.2

10

ク
レ
ン
ツ
ァ
－
ス
バ

イ
ザ

－
2

0.
2

0.
2

10
0

1
27

8.
2

0.
2

0.
07

大
宇
自
動
車

1
1

1
10

0
1

14
3

1
0.

7

ド
ネ
リ
ー

1
10

2.
4

47
.5

46
.4

6
26

4
47

.5
18

ゲ
イ
ツ

&
ラ
バ
ー

1
37

.7
14

37
.1

4
14

3
14

10

デ
ィ
・
ジ
ー
・
ケ
ー

1
52

.8
52

.8
10

0
1

26
4

52
.8

20
ハ
ラ
チ
ュ
ウ

1
2.

5
1.

5
6.

0
2

51
1.

5
2.

9

エ
ミ
テ
ッ
ク
・
ジ
ャ
パ
ン

1
2.

5
1

40
.0

2
20

4.
7

1
0.

5
タ
マ
ダ
イ

1
20

2
55

27
.2

6
72

55
76

.4

旭
鉄
工
・
旭
鉄
工
所

2
36

4.
42

34
6.

04
95

.0
3

36
4.

2
34

6.
04

95
.0

IC
T

1
54

.7
12

.7
23

.2
4

12
6.

6
12

.7
10

G
M

1
10

5
65

61
.9

2
65

65
10

0
A

S
C

E
1

78
.6

6.
2

7.
9

6
12

6.
6

6.
2

5

盟
和
産
業

1
11

.8
2

0.
8

6.
8

4
14

3
0.

8
0.

6


